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Ⅰ 公立大学法人長野大学の概要 

 

１ 基本情報 

（１）法人名     公立大学法人長野大学 

（２）所在地     長野県上田市下之郷 658番地 1 

（３）設立根拠法令  地方独立行政法人法 

（４）設立団体    上田市 

（５）資本金     2,048,188,557円 

（６）沿革   昭和 41年 2月  学校法人本州大学設立 

     昭和 41年 4月  本州大学開学（経済学部経済学科） 

     昭和 42年 3月  本州女子短期大学設置認可 

     昭和 42年 4月  本州女子短期大学開学（幼児教育学科） 

     昭和 47年 9月  昭和 48年度本州大学経済学部の学生募集停止を決定 

     昭和 48年 3月  本州女子短期大学を分離し経営を他に移譲 

             昭和 49年 4月  法人名を長野学園、大学名を長野大学に改称、産業社会学部設置（産業社会学科/社会福祉学科） 

     昭和 59年 3月  経済学部廃止 

     昭和 63年 4月  産業社会学部に産業情報学科を増設 

     平成 14年 4月  社会福祉学部（社会福祉学科）を設置  

     平成 17年 3月  産業社会学部社会福祉学科廃止  

     平成 19年 4月  環境ツーリズム学部（環境ツーリズム学科）、企業情報学部（企業情報学科）を設置 

     平成 23年 3月  産業社会学部（産業社会学科、産業情報学科）廃止 

     平成 29年 4月  公立大学法人長野大学設立、長野大学設置者変更、学校法人長野学園解散 

             令和  2年 10月  長野大学大学院（総合福祉学研究科）設置認可 

令和  3年  4月  長野大学大学院 総合福祉学研究科 開設 

令和  3年  8月  長野大学淡水生物学研究所の土地・建物取得 
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（７）目標     地域に根ざした大学として教育研究の推進に努め、豊かな人間性、高い専門性及び国際性を備え、新たな地域の創造に寄与し実践力の             

ある人材を育成するとともに、上田市における知の拠点として地域の産業及び社会の発展に貢献するため、地方独立行政法人法に基づ

き、大学を設置し、及び管理することを目的とする。     

 

（８）業務     ① 大学を設置し、及び運営すること。 

② 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

③ 法人以外の者からの委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究活動    

を行うこと。 

④ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会の提供をすること。  

⑤ 大学における教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

⑥ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。   

 

 

２ 設置する大学の学部・研究科構成 

大学 学部 学科 入学定員 編入学定員 収容定員 
現員（令和 6年 5月 1日現在） 

男 女 計 

長野大学 

社会福祉学部 社会福祉学科 150人 15人 630人 149人 485人 634人 

環境ツーリズム学部 環境ツーリズム学科 95人 5人 390人 244人 161人 405人 

企業情報学部 企業情報学科 95人 5人 390人 233人 181人 414人 

総計 340人 25人 1,410人 626人 827人 1,453人 

 

大学院 研究科 課程 入学定員 収容定員 
現員（令和 6年 5月 1日現在） 

男 女 計 

長野大学 

大学院 

総合福祉学研究科 

社会福祉学専攻博士前期課程 5人 10人 5人 6人 11人 

社会福祉学専攻博士後期課程 3人 9人 8人 2人 10人 

発達支援学専攻修士課程 5人 10人 1人 6人 7人 

総計 13人 29人 14人 14人 28人 
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３ 令和６年度入学者選抜の実施結果 

    学部 

学部 募集人員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

社会福祉学部 150人 717人 538人 228人 159人 

環境ツーリズム学部 95人 431人 311人 138人 106人 

企業情報学部 95人 485人 380人 150人 108人 

総計 340人 1,633人 1,229人 516人 373人 

 

大学院 

課程 募集人員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

社会福祉学専攻博士前期課程 5人 6人 5人 4人 4人 

社会福祉学専攻博士後期課程 3人 3人 3人 3人 3人 

発達支援学専攻修士課程 5人 4人 3人 3人 3人 

総計 13人 13人 11人 10人 10人 
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４ 組織・運営体制 

 （１）役員 

役 職 氏 名 任 期 所属先・職 

理事長 平井 利博 令和 3年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 公立大学法人長野大学理事長 

副理事長 小林 淳一 令和 5年 4月 1日～令和 9年 3月 31日 長野大学学長 

理事 山浦 和彦 令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 長野大学副学長 

理事 熊谷 圭介 令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 長野大学副学長 

理事 若林 信一 令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 コネクテックジャパン株式会社 監査役 

理事 織 英子 令和 3年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 神田法律事務所 弁護士 

理事 塚田 國之 令和 3年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 有限会社ケイ・ティ経営研究所代表取締役 

理事 前田 裕子 令和 3年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 株式会社セルバンク取締役 

理事 市村 和久 令和 3年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 公立大学法人長野大学常任理事 

監事 金子 和寛 令和 5年 8月 1日～令和 10年度財務諸表の承認の時まで 公認会計士・税理士 

監事 柳原 渉 令和 5年 8月 1日～令和 10年度財務諸表の承認の時まで 上田市医師会 事務長 

 

 

 （２）専任教職員数（令和 6年 5月 1日現在） 

区分 教授 准教授 講師 助教 助手 教員計 事務職員 合計 

教職員数 36人 21人 0人 2人 0人 59人 43人 102人 
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（３）審議機関 

   【経営審議会】 

氏 名 任 期 所属先・職 

平井  利博 令和 3年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 公立大学法人長野大学理事長 

小林 淳一 令和 5年 4月 1日～令和 9年 3月 31日 公立大学法人長野大学副理事長（長野大学学長） 

市村 和久 令和 2年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 公立大学法人長野大学常任理事 

山浦 和彦 令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 公立大学法人長野大学理事（長野大学副学長） 

熊谷 圭介 令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 公立大学法人長野大学理事（長野大学副学長） 

堀内 克巳 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 長野大学事務局長 

池田 明 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 株式会社ミマキエンジニアリング名誉顧問 

大矢 義博 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 上田市政策企画部長 

中島 恵理 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 元長野県副知事 同志社大学政策学部教授 

村上 泰 令和 6年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 信州大学繊維学部長 

西澤 孝枝 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 株式会社西澤電機計器製作所代表取締役 

髙岡 久章 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 長野大学同窓会長 
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    【教育研究審議会】 

氏 名 任 期 所属先・職 

小林 淳一 令和 5年 4月 1日～令和 9年 3月 31日 長野大学学長 

吉田 善一 令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 長野大学副学長 

山浦 和彦 令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 長野大学副学長 

熊谷 圭介 令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 長野大学副学長 

繁成 剛 令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 長野大学社会福祉学部長 

塚瀬 進 令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 長野大学環境ツーリズム学部長 

森 俊也 令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 長野大学企業情報学部長 

中村 英三 令和 5年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 長野大学大学院総合福祉学研究科長 

丹野  傑史 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 長野大学大学教育センター長 

松下 重雄 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 長野大学アドミッションセンター長 

鈴木 誠 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 長野大学キャリサポートセンター長 

堀内 克巳 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 長野大学事務局長 

久保田 亜希子 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 長野大学教育支援担当課長 

半田 志郎 令和 6年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 長野県工科短期大学校校長 

上條 正義 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 信州大学繊維学部教授 

小池 明 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 上田女子短期大学学長 

宮下 美和 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 上田高等学校校長 

吉澤 茉帆 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 元まちなかキャンパスうえだコーディネーター 

福澤 智子 令和 5年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 社会福祉法人アザレアンさなだ常任理事 
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 （４）組織図（令和６年５月１日） 
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Ⅱ 令和６年度業務実績 

１ 自己評価結果 

（１）自己点検・評価報告書（案）作成・評価手順 

①令和６年度事業計画の各項目の実施状況と評価区分の原案を各担当部局で作成し、担当理事（副学長）に提出した。 

  ②担当理事（副学長）は、各項目の実施状況と自己評価結果の妥当性を精査するとともに、実施状況に関して評価できる点や課題、改善点に関するコ 

メントを記入し、取りまとめたものを第一次案とした。 

  ③理事長及び学長は、第一次案の記載内容を確認し、必要に応じて担当理事（副学長）に修正を指示して取りまとめたものを第二次案とした。 

④第二次案は、中期計画推進委員会及び自己点検・評価委員会、理事長・学長ミーティングで確認し、適宜修正したものを最終案として理事会に報告し

た。 

 

（２）項目別自己評価結果（一覧） 

※項目第９から第１４に係る実績については、全体評価の際の参考情報とし、自己評価対象外とする。そのため上記一覧には含まれていない。 

 

 

 

項目 項目数 

評価区分 

ａ 

事業計画を  
達成 

ｂ 

事業計画を  
概ね達成 

ｃ 

事業計画を       
十分に実施せず 

ｄ 

事業計画を  
大幅に下回る 

第２ 教育に関する目標を達成するための措置 21 4 (19.0%) 16 (76.2%) 1 (4.8%) 0 (0%) 

第３ 研究に関する目標を達成するための措置 5 1 (20.0%) 4 (80.0%) 0 (0%) 0 (0%) 

第４ 地域貢献及び国際化に関する目標を達成するための措置 8 2 (25.0%) 6 (75.0%) 0 (0%) 0 (0%) 

第５ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 4 0 (0%) 3 (75.0%) 1 (25.0%) 0 (0%) 

第６ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 4 0 (0%) 4 (100.0%) 0 (0%) 0 (0%) 

第７ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するための措置 5 0 (0%) 4 (80.0%) 1 (20.0%) 0 (0%) 

第８ その他業務運営に関する目標を達成するための措置 8 0 (0%) 8 (100.0%) 0 (0%) 0 (0%) 

 55 7 (12.7%) 45 (81.8%) 3 (5.5%) 0 (0%) 



 

9 

 

２ 業務実績の全体概要 

 〇令和６年度業務実績について 

第２期中期計画の２年目にあたる令和６年度においては、令和８年度に予定されている学部学科再編に向けた準備を中心に、各項目で計画された事業

を着実に実施した。 

学部学科再編については、新設予定の「共創情報科学部（仮称）」、「地域経営学部（仮称）」及び大学院「共創情報科学研究科（仮称）」の設置計画を確

定させた。あわせて新学部設置に向けた新棟の建設や、産官学コンソーシアム「うえだ人材共創スクエア」を設立するなど、本学の将来構想の実現に向

けた取組が進展した。また、「地域活性化人材育成事業～ＳＰＡＲＣ～」による連携開設科目の実施や、学修成果の可視化に向けた外部アセスメントの実

施、学修ポートフォリオの導入などの教育改革を推進した。一方で、大学院の定員充足率や授業アンケートの回収率など、依然として課題が残る項目も

あるが、状況は改善傾向にあり、事業計画は概ね達成した。 

なお、各項目で実施した業務については、理事長・学長を中心とする法人において自己点検・評価を行い、進捗状況や課題を確認しており、その結果

は翌年度の業務運営の改善等に反映させることとしている。 

 

〇令和６年度自己評価が a評価の項目（抜粋） 

【No.9】学修教育基盤の整備 

・学修者が自身の成長を把握し実感できるように、外部アセスメント（ＰＲＯＧテスト）を継続的に実施した。また、学修者自身が目標設定を行い、学

修成果を蓄積できるようポータルサイトを活用した学修ポートフォリオを整備した。＜学生の学修到達度：4 段階評価の上位 2 位 90.6％（目標値：

70％以上）＞ 

【No.10】附属図書館の充実 

 ・学生アンケートの結果を踏まえ、館内の電灯交換や図書の受入処理の見直しによる迅速な図書整備など、利用者のニーズに対応した図書館運営及び環

境整備に努めた。また、学術認証フェデレーションに参加し、学生や教職員が学外からもデータベースにアクセスできる環境を整備した。 

【No.14】学部学科再編 

・新棟建設事業については、基本設計・実施設計及び１号館の解体工事を計画通り実施し、新棟の建設工事に着手した。新学部の設置に向けて、教員の

確保や教育課程の検討、進学・採用ニーズ調査等を実施し、新設２学部の届出設置が認められた。また、研究科についても設置計画を策定し、３月に

設置認可申請を行った。 

【No.16】入学者選抜と学生募集活動 

・学生募集要項に基づく適正な入学試験を実施し、全学部で入試区分ごとの募集定員を確保した。また、より厳密な入学者選抜を実施するため、入学試

験委員会を設置した。 (No.16) ＜入試全体の実質倍率：2.4倍（目標値：2.0倍）＞ 

・東信地域の高校訪問や入試説明会を強化した結果、上田地域定住自立圏域内の志願者数及び入学者数が昨年度から増加した。加えて、広報委員会を設
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置し、全学的かつ戦略的な大学広報及び学生募集活動を推進した。(No.16) ＜高校向け個別ガイダンス実施回数：延べ 38 校（目標値：延べ 20 校以

上）＞ 

【No.23】研究水準の向上（淡水生物学研究所の取組） 

・論文数、広報数、メディア登場件数、委員委嘱数に関して計画以上の成果をあげた。（査読付き論文・図書：３報、学会・国際会議発表：８件、紀要・

報告書等：３報） 

【No.27】地域貢献の体制整備、【No.29】産学官金連携 

・上田地域の産業界、金融機関、行政と本学が連携し、学びの場を共に創ることにより、現在から将来にわたり産業に関わる人材を地域に根ざして育成

し、地域産業の持続可能で健全な発展に寄与することを目的に「うえだ人材共創スクエア」を設立した。 

 

〇令和６年度の主な実績 

 教 育 

①教育水準の向上 

・令和８年度の学部学科再編に向けて、ＳＴＥＡＭ教育の充実を図るための教養教育科目を構成した。(No.1) 

・「地域活性化人材育成事業～ＳＰＡＲＣ～」参加校として、社会福祉学部のカリキュラムに連携開設科目を開設し、新入生の登録必修科目などとして教

育を開始した。 (No.1) 

・地域課題に実践的かつ協働的に取り組む地域協働型教育を１６８件実施した。(No.6) 

②教育の質保証 

・教育課程の体系化を図るため、ディプロマ・ポリシーと主要授業科目の位置づけを明確にしながらカリキュラムマップの再編を完了させるとともに、

ナンバリングルールを制定した。(No.11) 

・大学ＩＲコンソーシアムが実施した学生調査の最終結果のデータ分析を行い、各学部に強みと改善点をフィードバックした。(No.11) 

・各授業においてＰＤＣＡサイクルを着実に実施すべく、シラバスの修正・点検を行い、ルーブリックの精度向上に努めた。（No.12）＜学修者本位の授

業としての評価：4段階評価の上位 2位 90.6％（目標値：70％以上）＞ 

・学修成果、教育成果等の検証と改善を行うため、アセスメント・ポリシーとアセスメント・プランの策定を行い、公表した。(No.13) 

③大学院入学者選抜 

・学内外に向けた説明会の拡充や資料発送など学生募集活動の強化により、留学生の志願者数の増加や学部からの入学者獲得などの成果があったものの、

入学者は総定員１３名に対して１０名に留まった。(No.17) ＜大学院入学定員充足率：76.9％（目標値：令和 9年度までに 100％）＞ c評価 

【課題】大学院の入学定員充足率を向上させるため、説明会や個別相談の体制を強化するとともに、大学院科目の早期履修制度の活用などにより、学内

進学希望者の増加を図る。 
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④学生サポートの充実 

・保健学生相談室において合理的配慮を希望する学生の面談を行い、専門的な視点から配慮内容について明確化できるよう支援した。また、学内関係部

署や学外専門機関との情報共有を行い、個々の学生に応じたより適切な支援を行った。（No.20）＜学生サポート満足度：4段階評価の上位 2位 88.6％

（目標値：70％以上）、卒業生の満足度：5段階評価の上位 2位 84.6％（目標値：75％以上）＞ 

・学生の地域内就職を促進するため、県内企業約３０社による業界・仕事研究セミナーを実施し、「上田地域の企業を知ろう」企画も県内全域に対象を拡

大して、学生と県内企業の接点を増やした。（No.21）＜新卒者の県内就職率：37.7％【うち県内出身者 72.7％、県外出身者 27.3％】（目標値：長野県

出身者 39.9％以上）、新卒者の市内就職率：8.1％【うち内市内出身者 34.6％、市外出身者 65.4％】（目標値：上田市出身者 9.5％以上）、新卒者の上

田地域定住自立圏内就職率：10.6％【うち定住圏内出身者 50％、定住圏外出身者 50％】（目標値：上田地域定住自立圏出身者 13.２％以上）＞ 

 

研 究 

①研究水準の向上 

・研究水準の向上を図るため、学内外の研究助成金の利用を推進した結果、科学研究費補助金等競争的外部資金の申請率や採択率の目標数値を達成した。 

(No.22)＜科学研究費補助金等競争的外部資金の新規申請率：64.4％（目標値：50％以上）、科学研究費補助金の新規採択率：20.8％（目標値：20%以 

上）＞ 

・本学ホームページのリニューアルに伴い、教員の研究業績情報（データベース型研究者総覧：researchmap 等）のリンク付け及びアップデートを徹底

した。(No.25) 

・長野大学研究助成金「地域・社会貢献研究」を長野県内にある企業・団体・行政等と協働して行う研究活動を支援するための助成制度に見直した。(No.25) 

②研究の実施体制整備 

・科学研究費補助金の申請書類作成支援（個別面談、申請書添削）を実施し、１１名が利用した。その内５名が採択を受けた。（No.26） 

  ・教員に外部資金の募集情報を４７件提供し、助成財団センターなどの外部助成金サイトを紹介した結果、１４件の申請につながり、その内２件が採択 

された。（No.26）＜科研費申請書類支援件数：11件（目標値：10件以上）＞ 

 

地 域 貢 献 

①教育機関との連携 

・各高校で行われている「探究学習・活動」で大学の専門知識を活かした学習活動を実施し、全６校で延べ１０名の教員を派遣した。(No.27) 

②生涯学習 

・公開講座を１３講座実施し、１６９名が参加した。また、教員の講師派遣を延べ８４件実施し、地域からの要望に応えた。(No.30) 
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国 際 化 

①グローカル人材の育成 

・より広範な国際交流の場を提供するために、「ワールドキャンパスインターナショナル」の受け入れを行い、希望する学生が交流会に参加した。 (No.32) 

・海外大学（台湾・中国）との教育研究交流を３件実施した。(No.32) 

②留学体制・国際交流 

・カンボジアの王立プノンペン大学及び国立プノンペン教員養成大学と学術交流協定を締結した。(No.33) 

・学内に設置している海外留学支援ブースを活用し、留学を希望する学生に対して定期的かつ恒常的な支援を実施し、延べ２８０名の学生からの相談に

対応した。(No.33) ＜海外留学者数：5人（目標値：5人）＞ 

 

大 学 運 営 

①教員組織の見直し  

・大学改革の一環として推進している新学部設置及び既存学部の改編を踏まえ、横断的な学部運営を行う組織体制について検討を進めた。(No.15)   

②組織運営の改善 

・理事長・学長ミーティングを毎週開催し、情報共有の迅速化と早期の問題解決を図った。加えて、学内規程の見直しを随時行い、業務運営の明確化と

効率化を推進した。(No.34) 

・より実効性のある評価制度を構築するため、年度別業績評価の評価項目・基準をより客観的に見直すとともに、学長のメッセージを各領域の評価項目

に反映する形で大幅に改正を行った。（No.35） 

・職員能力・行動評価については、目標設定と面接を実施したが、結果をふまえた評価には至らなかった。（No.36）c評価 

【課題】規程を整備し、職員の能力行動評価でより高い実績を上げた職員に対してインセンティブを付与する仕組みを検討する。 

③自己点検・評価 

 ・内部質保証の基本方針を策定し、体制及び手順を概ね方針を確定したが、新学部設置申請との兼ね合いにより規則の大幅改正には至らず、内部監査室

とＩＲ室の設置に留まった。（No.43）c評価 

【課題】次年度に向けて、ＰＤＣＡの年間スケジュールの全学的な周知を徹底し、内部質保証システムの着実な推進を実施する。 

④教職員の意識改革と働き方改革の推進 

・内部監査規程を改正して内部監査室を設けることを決定し、次年度からは独立した内部監査室が監査を行うこととなった。(No.47) 

・新入生向けのハラスメント啓発講習会を開催したほか、顧問弁護士による全教職員向けのハラスメント研修会（参加率８３．６％）を開催した。また、

役職者向けの研修をオンデマンドで開催した。(No.48) 

・教員の職位に講師を追加し、裁量労働制の適用対象者を拡大した。(No.50) 



 

13 

 

３ 項目別業務実績・自己評価結果（詳細） 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 １ 教育の内容及び成果に関する目標を達成するための措置 

中期目標 

１ 教育の内容及び成果に関する目標 

（１） 学部教育に関する目標 

将来予測が困難な時代にあっても、学生が自律的な学修者となるよう、豊かな人間性を育み、地域に根ざしながら世界を視野に活躍できる課題解決能力や実践力と創造

性を持つ人材を育成する。 

また、持続可能な社会を実現するための教育研究を推進する。 

（ア） 教養教育 

様々な学問分野の考え方を学び、広い視野で自分の専門に関連付けて考える教養と、対話や討論を基にした協働学習を通じて、主体性を持って判断できる能力を養

成する。 

（イ） 専門教育 

基盤的専門知識の修得とそれらを企業や組織において活用する実践的応用力を養成する。 

（２） 大学院教育に関する目標 

地域と社会のニーズに応じた人材育成を行うため、リカレント教育にも対応した柔軟な体制を構築しながら、人々の安全・安心の実現に貢献する高度専門職業人と研究者

を育成する。 

（３） 地域協働型教育に関する目標 

地域社会に蓄積された経験や知識と大学の科学的知見を活用することにより、課題を発見し、解決できる能力を養成する。 

 

 

中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

１ 教育の内容及び成果に関する目標を達成するための措置 

（１）学部教育に関する目標を達成するための措置 

 (No.1) 

ア 教養教育 

幅広い高度な教養を身につけ、様々なフ

ィールドで活躍する人材を育成するため、

教養教育における教育効果や科目の新設に

ついて検証し、その充実を図る。 

「地域活性化人材育成事業～ＳＰＡＲＣ

～」（以下、地域活性化人材育成事業）の参

加校(事業責任大学／信州大学、参加校／佐

久大学、長野大学)として、同３大学で教養

科目にかかる連携開設科目を開設し、地域

活性化人材を育成する。さらに、それを活か

した文理融合の学びとなるＳＴＥＡＭ教育

を全学的に展開し、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０に

相応しい人材を養成する。 

 

(No.1) 

ア 教養教育 

教養教育における現状の教育効果をデータに基

づき検証し、学部へのフィードバックを行う。令和

８年度からの学部学科再編を踏まえ、ＳＴＥＡＭ教

育の充実を図るための教養教育科目構成と教育体

制を明確にする。 

「地域活性化人材育成事業～ＳＰＡＲＣ～」参加

校（事業責任大学／信州大学、参加校／佐久大学、

長野大学）として、社会福祉学部のカリキュラムに

連携開設科目を開設し、新入生から登録必修科目と

して教育を開始する。 

・大学ＩＲコンソーシアム調査及び外部アセス

メントの報告結果を踏まえデータに基づく検

証を行い、その成果を各学部へフィードバック

した。 

・令和８年度の学部学科再編に向けて、ＳＴＥＡ

Ｍ教育の充実を図るための教養教育科目を構

成した。 

・「地域活性化人材育成事業～ＳＰＡＲＣ～」参

加校（事業責任大学／信州大学、参加校／佐久

大学、長野大学）として、社会福祉学部のカリ

キュラムに連携開設科目を開設し、新入生の登

録必修科目などとして教育を開始した。後学期

の選択科目は５９名が受講し、連携開設科目に

おいてＳＴＥＡＭ教育の活用が広がった。 

b 

・計画に沿って業務を実施した。 

・大学ＩＲコンソーシアム調査結果

等を用いて、数値データに基づく

学修状況等を明らかにし、学部等

に提供する仕組みを始動した。 

・令和６年度の社会福祉学部入学者

を対象に導入したＳＰＡＲＣ事業

連携開設科目を円滑に運営した。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

１ 教育の内容及び成果に関する目標を達成するための措置 

（１）学部教育に関する目標を達成するための措置 

 イ 専門教育 

(No.2) 

【社会福祉学部】 

少子化・高齢化の進行、地域社会の変化、

生活環境問題などを背景として、これまで

以上に複雑化する生活課題に対応するため

に、知識・技術・価値・倫理を身につけた福

祉・教育・心理で構成する専門職養成の教育

課程を実施する。 

イ 専門教育 

(No.2) 

①社会福祉専門職養成においては、新カリキュラム

に基づいた実習教育の円滑な実施を継続する。ま

た、社会福祉実習教育におけるＩＣＴ化を推進

し、令和５年度に試行導入した「ソーシャルワー

ク実習支援システム」を本格稼働する。システム

を円滑に運用するため、実習先施設・機関、学生、

担当教員に対して適切な説明を徹底する。 

②教員養成においては、学外の教育関連組織や施設

との連携・協働を継続する。学生には低学年から

のサービス・ラーニングや学校体験活動を通し

て、教育現場や行政の実際について体験する機会

を提供する。また、外部講師を招いて実践上の課

題について考える機会を設ける。近隣自治体との

連携・協働を推進するために、関係性の強化を図

る。 

③心理専門職養成においては、心理学を核としつ

つ、福祉の視点を持ち、実践的な心理学を学び、

社会で活躍する人材を育成するため、行動科学や

ウェルビーイング、対人援助に必要な専門知識や

コミュニケーションスキルを身につけるための

多層的な学びを展開する。また、卒業論文執筆や

大学院進学を促進する学術活動の充実に継続し

て取り組む。令和 7 年度以降の心理系資格取得

のためのカリキュラム変更の検討に着手する。 

 

①社会福祉専門職養成では、新カリキュラムの施

行から４年目を迎え、実習先施設・機関の理解

が進み、実習教育を円滑に実施することができ

た。また、社会福祉実習教育におけるＩＣＴ化

の一環として「ソーシャルワーク実習支援シス

テム」を本格導入し、各種記入様式の見直しや

システムの運用に向けた説明会を実施した。そ

の結果、実習先施設・機関、学生、担当教員の

間での情報共有や実習管理の効率化が図られ、

実習教育を円滑に進めることができた。 

②教員養成では、低学年次からのサービス・ラー

ニングや学校体験活動を通して教育現場や行

政の実際を体験する機会を３６名に提供した

ほか、外部講師による講義によって実践的課題

への理解を深める機会を設けた。また、近隣自

治体との連携・協働を推進するために、関係性

の強化を図った。 

③心理専門職養成では、行動科学やウェルビーイ

ング、対人援助に必要な専門知識・技能を習得

するための多層的な学びを展開するとともに、

卒業論文の執筆や大学院進学を促進する学術

活動の充実に取り組んだ。また、令和７年度以

降の心理系資格取得のためのカリキュラム変

更の検討に着手し、科目の整理を行った。 

b 

・計画に沿って業務を実施した。 

・社会福祉専門職養成において円滑

な実習教育が遂行でき、学生の学

修効果が高まった。その結果とし

て社会福祉士等の国家試験合格

者、合格率とも全国トップクラス

を維持した。 

・教職養成課程の学生の学修動機・

意欲が高まり、結果として教職に

就く学生が増加した。 

・学部の将来構想の検討を開始し、

今後は分野を区分せず学部全体で

の教育の在り方について構想を進

める。 

 (No.3) 

【環境ツーリズム学部】 

地域社会の伝統・文化・自然環境・観光・

ビジネスに関する知識を身につけ、持続可

能な地域社会の発展に寄与できる人材を育

成するために、地域の住民・団体との連携に

よるゼミナール教育を基本とした学生の主

体的な課題の設定、学生が自ら提案するプ

ロジェクトの実施による実践的、創造的能

力の形成を支援する教育課程を実施する。 

(No.3) 

【環境ツーリズム学部】 

令和５年度に行ったゼミナール教育の成果を踏

まえ、体験知と文献知を融合した教育を継続して推

進するとともに、教員間で教育方法を共有化する。

また、ゼミナール報告会の実施やゼミナール活動を

通して学生の意見交流の活発化を図り、学生同士が

多様な意見を出し合い、社会問題の分析や考察を深

め、相乗効果を生み出すよう努める。さらに、フィ

ールドワークについては、実施と総括を丁寧に行

い、学生が地域社会の問題解決にどれだけ貢献でき

たかを具体的にイメージできるよう事前・事後教育

を充実させる。 

・「課題探求ゼミナール」で１２件、「専門ゼミナ

ール」で３１件の地域協働型教育に取り組ん

だ。「課題探求ゼミナール」は各学期、「専門ゼ

ミナール」は学期末に報告会を開催するととも

に、学外での報告会の開催や参加を促進した。

これらのゼミナール活動を通して、学生の主体

的な学びを活性化することができた。 

・教員間で教育方法の共有化を図るため、学部教

授会において、各ゼミナールの取組事例の報告

やゼミナール教育の改善に資する意見交換を

定期的に実施した。 

 

b 

・計画に沿って業務を実施した。 

・ゼミナールや卒業研究を通して学

生の主体的な学びが促進された。

また、これらの地域協働学習の内

容や成果は、多様な学外報告会等

を通じて地域に還元した。 

・企業情報学部との学部再編に向

け、ゼミナール（プロジェクト研

究等）の新たなシラバス作成等に

共同で取り組んだ。令和８年４月

の開設に向けて計画的に準備を進

める。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

１ 教育の内容及び成果に関する目標を達成するための措置 

（１）学部教育に関する目標を達成するための措置 

 (No.4) 

【企業情報学部】 

経営やイノベーション・情報・デザインな

どに関する専門的・総合的な知見を身につ

け、企業や社会に関する主要な課題を発見

し解決することができる人材を育成するた

め、ゼミナール教育による地域の企業・団

体・住民と連携した課題発見・問題解決学習

や経営・情報・デザイン分野の専門教育を体

系的に編成し、「問題解決能力」と「職業人

としての専門基礎能力」を身につける教育

課程を実施する。 

(No.4) 

【企業情報学部】 

学部の教育目標である学生の問題解決能力を養

成するため、「プロジェクト型学習」を展開し、地

域の企業や団体と連携した取組を推進する。１年次

の「課題発見ゼミナール」では、企業や地域社会の

問題を特定し、解決策の考案に取り組む。２年次以

降の「プロジェクト研究」では、企業と連携した商

品やサービスの開発や地域資源の活用に取り組む。

令和８年度に予定している環境ツーリズム学部と

の学部再編に向け、課題発見分析と価値創造を重視

したプロジェクトを両学部合同で試行し、ゼミナー

ル教育の一般化を図る。これらの活動を通して、問

題解決能力や専門知識だけでなく、創造性やコミュ

ニケーション能力などの様々な能力の涵養を図る。 

 

・「課題発見ゼミナール」で７件、「プロジェクト研究」

で５２件の課題発見・問題解決型の教育を展開し、

学生たちは企業、団体、地域住民と協働して新たな

商品やサービス、ソフトウェア、情報誌などを開

発・制作した。「課題発見ゼミナール」は各学期、

「プロジェクト研究」は学期末にゼミナール発表

会を実施した。 

・学生は経営・情報・デザインの専門知識を活かし、

それぞれの課題やテーマに地域の住民・企業・団体

等と協働しながら取り組んだ。この活動を通して

様々な能力・姿勢・態度の必要性を自覚すること

で、コミュニケーション能力や協調性、論理性、創

造性などの涵養が図られた。 

・令和８年度の環境ツーリズム学部との学部再編に

向けてゼミナール教育の一般化を図るため、両学

部共同で「プロジェクト研究」の共通ルーブリック

を検討し、シラバスの作成に取り組んだ。 

b 

・計画に沿って業務を実施し

た。 

・「課題発見ゼミナール」「プロ

ジェクト研究」については、

学生の多面的な成長が見ら

れ、成果を上げた。また、こ

れらの地域協働学習の内容や

成果は積極的に情報発信し

た。 

・環境ツーリズム学部との学部

再編に向け、ゼミナール（プ

ロジェクト研究等）の新たな

シラバス作成等に共同で取り

組んだ。令和８年４月の開設

に向けて計画的に準備を進め

る。 

（２）大学院教育に関する目標を達成するための措置 

 (No.5) 

高度創造デザイン社会の創出を担う高度

専門職業人、研究者を育成するため、学部新

卒者のみならず、社会人などのリカレント

教育へのニーズにも的確に対応しながら、

社会的・実践的な横断的連携、協働を目指す

「多分野横断的アプローチ」及び諸科学の

知見、技術に関する成果を系統化する「学際

的総合科学的アプローチ」による実効性の

ある教育研究に取り組む。 

(No.5) 

大学院研究・教育の実効性ある質の向上を目指

し、特に社会の構造や機能の分析力、批判力、想像

力を育成するための教育プログラムをより拡充す

る。また、各課程の学位論文の審査基準とディプロ

マ・ポリシーで求める水準との関係を明確化して学

生に明示する。令和６年度から導入したルーブリッ

ク評価については、ディプロマ・ポリシーとの明確

な紐づけを含め、論文指導におけるルーブリック評

価の統一基準の設定などを検討する。 

・大学院における研究・教育の実効性ある質の向上を

目指し、社会の構造や機能の分析力、批判力、想像

力を育成する教育プログラムの拡充に向けて科目

の再編を行い、専攻を横断する内容の科目を新た

に配置した。 

・ディプロマ・ポリシーと明確に紐づいたルーブリッ

ク評価を導入し、論文指導における統一的な評価

基準を設定した。また、入学者及び内部進学者の拡

大のため、早期履修制度を整備したほか、大学院生

によるＴＡの実質化に向け、規程の整備を行った。 

b 

・概ね計画に沿って業務を実施

した。 

・内部進学者の増進、そのため

の教育環境整備などにより、

引き続き入学者確保に取り組

む。 

（３）地域協働型教育に関する目標を達成するための措置 

 (No.6) 

本学の特徴的な教育である地域協働型教

育の授業プログラムの充実化やカリキュラ

ムの体系化を図り、地域社会を教育現場と

した課題解決型の教育を推進する。 

【数値指標】 

◇地域協働型教育の件数：６０件以上／ 

毎年度 

(No.6) 

「地域協働活動」（全学教養）、「専門ゼミナール」

「プロジェクト研究」などを中心に地域協働型教育

の推進を行う。カリキュラムツリーやナンバリング

の検討とあわせて、地域協働科目の体系化及び知識

共有基盤の整備に向けた検討を行い、枠組みを示

す。 

・全学共通の教養科目「地域協働活動」や各学部の「専

門ゼミナール」、「プロジェクト研究」などを中心

に、地域課題に実践的かつ協働的に取り組む地域

協働型教育を１６８件実施した。 

・地域協働科目の体系化に向けて統合学部でカリキ

ュラムマップの作成を行った。知識共有基盤（地域

文化や産業資源のデジタルアーカイブ化）の整備

については、継続的な検討を進める。 

【数値指標実績】 

◇地域協働型教育の件数：１６８件 

b 

・全学的な地域協働型教育の推

進、実施状況把握方法の改善

等により、実施数が前年比

２．７倍と大幅に増加した。 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 ２ 教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

中期目標 

２ 教育の実施体制に関する目標 

 （１）教職員の配置に関する目標 

     質の高い教育や研究活動を効果的かつ効率的に推進するため、優秀な人材の確保と多様性を考慮した上で適正な教職員の配置を行う。  

 （２）教育環境の整備・充実に関する目標 

     学生が学びやすい教育環境の整備と教育活動の充実を図り、良好な教育研究環境を整備する。 

 （３）教育の質保証等に関する目標 

     学生に質の高い教育を保証し、更なる質の向上を図るため、多元的に学修成果や教育成果を把握及び可視化する。 

 （４）新学部の設置等の教育研究組織の見直しに関する目標 

     時代や社会に求められる学問領域を検討し、新学部の設置等による再編を実施する。教育研究体制を強化・高度化するため、教育研究組織の体制の見直しを図る。  

 

 

中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

２ 教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

（１）教職員の配置に関する目標を達成するための措置 

 (No.7) 

ア 教員の配置 

学部学科再編を見通す中で、教育の質の

保証を担保するため、職位や年齢、専門性等

のバランスを考慮した適切な教員確保、配

置を行う。 

(No.7) 

ア 教員の配置 

教員人事の基本方針において、ジェンダーバラン

スに関する中期計画（教職員の女性割合：４０％以

上／令和１０年度まで）に留意した採用を行うこと

を明記する。また、女性教員の増加に向けて、積極

的に候補者を探すとともに、女性が働きやすい職場

環境づくりを目指す。 

 

・教員人事の基本方針においてジェンダーバラ

ンスに留意した採用を行うことを明記すると

ともに、採用時の募集要項にも女性研究者の積

極的な応募を歓迎する旨を記載し、令和７、８

年度の人事において決定した新規採用教員１

７名のうち、女性は４名（２３．５％）となっ

た。また、育児休業規程を改正し、育児短時間

勤務の対象年齢を引き上げるなど働きやすい

職場環境づくりに取り組んだ。 

※教職員の女性割合は No.34参照 

 

b 

・人事の基本方針や採用計画に基づ

き必要な人材を確保した。特に、

女性教員の新規採用については、

採用人数の増加などの成果があっ

た。 

(No.8) 

イ 事務職員等の配置 

事務職員及び理工系学部の新設に伴う技

術職員は、年齢、性別、専門性等のバランス

を考慮して適正に配置する。 

 

(No.8) 

イ 事務職員等の配置 

 新学部設置に伴う業務増加を考慮し、必要な人材

を確保する。 

・専任職員を新たに１３名採用し、必要な人材を

確保することができた。 

・新学部設置における情報環境の維持管理体制

の強化のため、技術職員の採用を決定するとと

もに、地域協働活動のコーディネートを担う職

員の採用を決定した。 

b 

・計画に沿って業務が実施され、必

要な人材を確保した。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

２ 教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

（２）教育環境の整備・充実に関する目標を達成するための措置 

 (No.9) 

ア 学修教育基盤と学修支援体制の整備 

（ア）アクティブ・ラーニングやオンライン

授業環境など新しい教育が実践できるよ

うソフト及びハード両面における学修教

育基盤を整備する。 

（イ）アドバイザー制度やスチューデント

アシスタント（ＳＡ）及びティーチングア

シスタント（ＴＡ）の活用、授業オリエン

テーションの充実などによる適切な学修

支援体制を整備する。 

【数値指標】  

◇退学・除籍率：２％以下／毎年度 

(No.9) 

ア 学修教育基盤と学修支援体制の整備 

（ア）学修者が自身の成長を把握し実感できるよう

に、外部アセスメント（ＰＲＯＧテスト）を継続

的に実施する。また、学修者自身が学期ごと及び

科目ごとに目標設定を行い、学習成果を蓄積でき

るようポータルサイトを活用した学修ポートフ

ォリオを試行的に導入する。 

（イ）引き続き、スチューデントアシスタント（Ｓ

Ａ）の活用及び授業オリエンテーションの充実を

図り、円滑な学修支援を実施する。ティーチング

アシスタント（ＴＡ）の活用については、教育上

のニーズや活用課題を明確にし、内部進学者を対

象にしたＴＡの導入を検討する。 

 

（ア）学修者が自身の成長を把握し実感できるよ

うに、外部アセスメント（ＰＲＯＧテスト）を

継続的に実施した。また、学修者自身が学期ご

と及び科目ごとに目標設定を行い、学修成果を

蓄積できるようポータルサイトを活用した学

修ポートフォリオを整備した。さらに、各学部

への大学ＩＲコンソーシアム調査結果のフィ

ードバックを開始した。 

（イ）スチューデントアシスタント（ＳＡ）の活

用及び授業オリエンテーションの充実を図り、

円滑な学修支援を実施した。ティーチングアシ

スタント（ＴＡ）の活用については、教育上の

ニーズや活用課題を明確にした上で、内部進学

者を対象にしたＴＡの導入整備を行った。ま

た、アドバイザー制度の運用や学生支援検討会

の継続的な開催によって学生の学修支援に努

め、退学・除籍率は目標数値を達成した。 

 

【数値指標実績】 

◇退学・除籍率：１．２２％ 

 

a 

・外部アセスメント（ＰＲＯＧテス

ト）の実施定着、学修ポートフォリ

オの整備等により、学修者本位の

教育環境の整備が大幅に進捗し

た。 

(No.10) 

イ 附属図書館の充実 

多様な教育方法に対応した蔵書整備を行

うとともに、学生の主体的な教育研究活動

を支援するため、図書館環境の整備に取り

組む。 

 

(No.10) 

イ 附属図書館の充実 

（ア）学生の学修環境を整備するため、キャンパス

ミーティングや図書館アンケートの結果を基に

意見を聴取し、環境整備を推進する。 

（イ）授業に関連ある参考書、指定図書、各学部に

関連する学問分野の図書を充実させる。また、電

子資料の提供の充実に取り組み、学生及び教職員

が効率的に文献などにアクセスできる環境を整

備する。 

（ウ）新学部設置に伴い、学問分野の多様性に対応

するための蔵書構成の充実と整備を推進する。 

（エ）図書館入館ゲートと入館システムの入替え事

業を推進する。 

 

（ア）学生アンケートの結果を踏まえ、館内の電

灯交換や図書の受入処理の見直しによる迅速

な図書整備など、利用者のニーズに対応した図

書館運営及び環境整備に努めた。 

（イ）選定図書及び寄贈図書については、規程に

基づいた適正な運用・受入体制を確立した。ま

た、学術認証フェデレーション（学認）へ参加

し、学生や教職員が学外からもデータベースに

アクセスできる環境を整備した。 

（ウ）新学部設置に向けて、教員からの意見を基

に図書・雑誌・データベース等５７５件の資料

を選定し、文部科学省への設置認可申請資料と

して報告を行った。 

（エ）図書館入館ゲートの入替工事を完了させる

とともに、メインカウンターＰＣ及び大型ディ

スプレイの入替を実施した。加えて、学生用検

索ＰＣの更新を進め、学修環境の利便性向上を

図った。 

a 

・学生アンケート等を踏まえた図書

館運営の改善や、学外からも利用

可能なデータベースへのアクセス

環境の整備などにより、学修環境

の向上を図った。 

・新学部の設置に対応した多様な学

問分野の蔵書整備が進捗した。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

２ 教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

（３）教育の質保証等に関する目標を達成するための措置 

 (No.11) 

ア 教育の質保証 

教学マネジメントの確立に向けて、カリ

キュラムマップ等の整備による教育課程の

体系化や適正な成績評価基準の整備に取り

組む。 

全ての授業において、ポータルサイト等を

活用し、無記名で学生の授業評価や学修到

達度を確認するアンケートを実施し、学修

ポートフォリオ等の導入による学修成果の

可視化を図り、学修者本位の教育を推進す

る。 

また、卒業研究・論文を学部学科再編に併せ

て必修化し、学位授与の明確な評価基準の

設置や質保証の方法についての検討など教

育水準の向上に取り組む。 

(No.11) 

ア 教育の質保証 

教育課程の体系化を図るため、ディプロマ・ポリ

シーと主要科目の位置づけを明確にしながらカリ

キュラムマップ再編を完了させるとともに、ナンバ

リングルールを制定する。 

学修者の視点に立った多様なアクティブ・ラーニ

ングを継続的に実施し、主体的学修を支援する。そ

の効果を検証するための学修到達度アンケート調

査については、回収率を高めるため、ポータルサイ

トのシステムを活用した必修化を含めた実施方法

の改善に取り組む。 

大学ＩＲコンソーシアムが実施した学生調査の

最終結果（７月公開予定）を含めて、令和 5 

年度の学修到達度アンケートと外部アセスメント

を含めたデータ分析を多角的に行う。 

 

・教育課程の体系化を図るため、ディプロマ・ポ

リシーと主要授業科目の位置づけを明確にし

ながらカリキュラムマップの再編を完了させ

るとともに、ナンバリングルールを制定した。 

・学修者の視点に立った多様なアクティブ・ラー

ニングを継続的に実施し、主体的な学修を支援

した。その効果を検証するための学修到達度ア

ンケート調査については、教員からの呼びかけ

によって学生の自主的な回答を促し、回答率が

向上した。 

・大学ＩＲコンソーシアムが実施した学生調査

の最終結果のデータ分析を行い、各学部に強み

と改善点をフィードバックした。今後、さらな

る分析を進めるため、ＩＲ室の設置を決定し

た。 

b 

・概ね計画に沿って業務が実施され

た。 

・学修者本位の教育の推進に向け

て、シラバスの表記内容の拡充

（ルーブリック評価基準等）とそ

れに沿った教育実践を行うなど、

多面的な取組を実施している。今

後も漸次改善しながら継続的に取

り組んでいく。 

・新たに設置したＩＲ室を中心に各

種データの分析と活用を進める。 

 (No.12) 

イ ファカルティ・ディベロップメント（Ｆ

Ｄ）の推進 

教育の質を保証するため、「教育実践交流

広場」などの組織的なＦＤ活動をとおして、

教員の教育力向上と授業内容・方法の改善

に継続的に取り組む。 

【数値指標】  

◇学生の学修到達度：４段階評価の上位 

２位 ７０％以上／毎年度 

◇学修者本位の授業としての評価：４段 

階評価の上位２位 ７０％以上／毎年度  

◇学修到達度アンケート回収率：７０％以

上／毎年度 

(No.12) 

イ ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の

推進 

 ルーブリックの活用などによる学修成果の評価

方法などをテーマに、教育実践交流広場及び ＦＤ

研修会を開催し、教育力向上に向けた組織的なＦＤ

活動を実施する。 

また、ＦＤ委員会主催による学生との意見交換会

を開催し、授業改善に活用する。学修到達度アンケ

ートの活用や授業改善検討会など、授業改善のＰＤ

ＣＡを実施する。 

 

・ルーブリックの活用などをテーマに、教育実践

交流広場及びＦＤ研修会を開催し、教育力向上

に向けた全学的なＦＤ活動を実施した。 

・ＦＤ活動は計画通り実施し、学生によるアンケ

ートでは、学修者本位の授業としての評価が 4

段階評価の上位２位９０．６％となり、学生の

授業に対する一定の満足度を確認できた。な

お、学修到達度アンケートの回収率は６２．

１％であり、目標数値は下回ったものの、昨年

度から改善が見られた。全学的な回収率の向上

に向けて、回収率の高い科目や教員の取組を参

考にするほか、授業内でのアンケート実施を徹

底する。 

・各授業においてもＰＤＣＡサイクルを着実に

実施すべく、シラバスの修正・点検を行い、ル

ーブリックの精度向上に努めた。 

 

【数値指標実績】 

◇学生の学修到達度：４段階評価の上位２位  

９０．６％ 

◇学修者本位の授業としての評価：４段階評価の

上位２位 ９０．６％ 

◇学修到達度アンケート回収率：６２．１％ 

 

b 

・ＦＤ活動は概ね計画に沿って業務

を実施し、学修到達度アンケート

では学生の授業に対する満足度や

学修到達度が数値指標を大幅に上

回った。 

・学修到達度アンケートの回収率

は、後期には６５％（通年で５

８％）まで改善したが、目標（７

０％）達成に至らず、個別科目に

よる差が大きいことも明らかにな

った。各学部や教員に対してさら

なる協力を求めていく。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

２ 教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

（３）教育の質保証等に関する目標を達成するための措置 

 (No.13) 

ウ ３つのポリシーの検証・見直し 

学部・研究科のディプロマ・ポリシー（学

位授与方針）、カリキュラム・ポリシー（教

育課程の編成・実施方針）、アドミッション・

ポリシー（入学者の受入方針）を継続的に検

証し、必要に応じて見直しを行う。 

 

(No.13) 

ウ ３つのポリシーの検証・見直し 

学部・研究科において、３ポリシーの見直しを行

うとともに、学修成果の検証を行う。 

 

・新学部設置及び既存学部の改編に向けて、３つ

のポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュ

ラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）

の策定を行った。 

・学修成果、教育成果等の検証と改善を行うた

め、アセスメント・ポリシーとアセスメント・

プランの策定を行い、公表した。また、数値に

基づく教学マネジメントのＰＤＣＡサイクル

を実質化させるため、ＩＲ室の設置を決定し

た。 

b 

・新学部設置及び既存学部の改編に

向け、３つのポリシーの体系的策

定ができた。社会福祉学部につい

ては、検討を継続する。 

・アセスメント・ポリシーとアセス

メント・プランに基づき、学修成

果の検証を行う。 

（４）新学部の設置等の教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

 (No.14) 

ア 学部学科再編 

地域社会を支える大学となるべく受験生

のニーズ及び地域企業などからの意見・要

望などを踏まえ、時代や社会に求められる

学部・学科・コース編成を検討し再編する。 

なお、再編にあたっては、現行の「社会科

学系」領域に加え、新たな学問領域として

「理工系」領域を設置する。 

 

(No.14) 

ア ア 学部学科再編 

新棟建設事業については、基本設計、実施設計及

び１号館解体工事を実施し、建設工事に着手する。

また、文部科学省に提出する学部開設の資料を作成

し、学部設置申請又は届出申請を行うとともに、新

学部設置に向けた広報活動を展開する。 

 

・新棟建設事業については、基本設計・実施設計

及び１号館の解体工事を計画通り実施した。解

体工事完了後には、安全祈願祭と起工式を開催

し、新棟の建設工事に着手した。工事の進捗状

況については、大学ホームページ内の特設ペー

ジ「新棟建設日記」において、定点写真や記事

を随時更新し、学内外への情報発信に努めた。 

・新学部の設置に向けて、教員の確保や教育課程

の検討、進学・採用ニーズ調査等を実施し、設

置申請に向けた準備を進めた。文部科学省へ事

前相談書類を提出した結果、新設２学部の届出

設置が認められた（令和７年度届出予定）。研

究科設置については、共創情報科学研究科修士

課程（仮称）の設置計画を策定し、３月に研究

科設置認可申請を行った。 

・広報活動については、学部紹介リーフレットを

学部検討の進捗状況にあわせて３回制作した。

このリーフレットは、オープンキャンパスや各

種イベント、高校・企業訪問、来客対応時など

に配付するとともに、高校生や進路指導教員に

対して個別に資料発送を行い、新学部設置の認

知度向上を図った。また、３月にミニオープン

キャンパスを開催し、学部説明、模擬授業、パ

ネル展示等を実施した。共創情報科学部（仮称）

には５７名、地域経営学部（仮称）には８１名

の参加があった。 

a 

・新学部設置に向けた計画を着実に

進めることができた。 

・新棟建設事業については、情報系

の専門機器等を活用した実験・実

習の設備に加え、ワークショップ

やアトリエ等の地域・企業との共

創スペースの検討が進捗した。 

・新学部・研究科のニーズ調査を戦

略的に実施し、新研究科の設置認

可申請を予定通り行うことができ

た。 

・広報活動に関しては、高校訪問や

大学見学、及びオープンキャンパ

スを実施し、新学部の認知度向上

につながった。 
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 (No.15) 

イ 教員組織の見直し 

本学における領域横断的な研究や、課題

に対する臨機応変な対応を図るため、学部

学科再編に併せて教員組織を見直し、全教

員が所属する学術院を設置する。 

(No.15) 

イ 教員組織の見直し 

横断的な学部運営を行うための組織体制につい

て検討し、学内における認識の共有化を図る。教養

教育組織の設置に向けた検討を行う。 

・大学改革の一環として推進している新学部設

置及び既存学部の改編を踏まえ、横断的な学部

運営を行う組織体制について検討を進めた。今

後は正副学長及び担当部署を中心に、教員組織

の見直しと学術院の設置を具体化していく方

針を確認した。 

b 

・新学部設置等の大学改革の状況を
踏まえて教員の組織体制を定め

た。学術院の設置に向けて具体的
な検討を進める。 

 

 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 ３ 入学者受入方針及び入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

中期目標 
３ 入学者受入方針及び入学者選抜に関する目標 

  大学の理念や各学部・研究科の設置趣旨及び社会ニーズの変化を踏まえて、入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）を定め、それに沿って目的意識や学習意欲が高い優

秀な学生をより多く確保するため、入学者選抜を見直すなど、効果的な制度改革に継続して取り組む。 

 
 

中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

３ 入学者受入方針及び入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

（１）入学者選抜 

 (No.16) 

ア アドミッション・ポリシーを明確に示

した上で、国の高大接続改革に対応した

多面的な評価方法による入学者選抜（総

合型選抜、学校推薦型選抜、一般選抜）を

適切に実施し、本学が求める学生像に即

した学生を確保する。 

イ 国の入試改革の動向（新学習指導要領

への対応等）や入試データ等の分析、学部

学科再編を踏まえながら、令和５年度か

ら入学者選抜制度を見直して改善を図

る。 

ウ 教育研究活動や地域貢献活動などを周

知するため、受験生の立場に立った積極

的かつ多様な学生募集広報活動を展開す

る。 

【数値指標】 

◇入試全体の実質倍率*：２．０倍以上／毎

年度 

 *実質倍率＝受験者数÷合格者数 

◇一般選抜（前期日程）の実質倍率：１．５

倍以上／毎年度* 

 *学部学科再編に併せて上積みを検討 

◇入学者のうち県内出身者：入学者数全体

の３７％以上／毎年度 

◇入学者のうち上田地域定住自立圏内出身

者：入学者数全体の１４％以上／毎年度 

(No.16) 

ア 学部及び入試区分ごとに定めるアドミッショ

ン・ポリシーに基づき学生募集要項を定めるとと

もに、引き続き適正な入学試験を行う。現状の入

試制度の効果について分析するとともに、学部学

科再編を踏まえた令和８年度入試制度の検討を

行う。 

イ 一般選抜（中期日程）の地方試験会場について、

これまでの入試データを踏まえ、東北地方の受験

生の利便性に配慮して福島から仙台に変更して

実施する。また地方会場の設定については、学生

募集上の効果測定を行う。 

ウ 高校教員向けの大学・入試説明会を、東信地域

を対象とした大学会場だけでなく、県内２地区

（北信および中南信）、隣接県（新潟県、富山県）

で実施する。また、上田地域定住自立圏内高校へ

の積極的な訪問により本学が進める教育改革や

学部学科再編を広報するとともに、上田地域定住

自立圏出身の学生確保を目指す。 

オープンキャンパスについては学部に分けて、

それぞれ２回実施する。高大接続の仕組みづく

りや、高校単位の大学見学を積極的、計画的に受

け入れる。 

広報委員会を設置し、学部学科再編を見据え

た、全学的かつ戦略的な大学広報と学生募集に

取り組む。 

ア 学生募集要項に基づく適正な入学試験を実施

し、全学部で入試区分ごとの募集定員を確保した。

また、公立化以降の入試制度の分析を行い、次年度

の広報方針に反映させた。さらに、より厳密な入学

者選抜を実施するため、学長が合否を点検・最終判

定する入学試験委員会を設置した。加えて、新たな

学部学科・大学院の体制となる令和８年度入試体

制について検討し、骨子を作成した。 

イ 一般選抜（中期日程）の地方試験会場を福島から

交通の要衝である仙台に変更して実施した。結果

として、県別の志願者がある程度分散し、これまで

少数だった北海道からの志願者を一定数獲得する

ことができた。一方で、中期日程全体として昨年度

から志願者数が減少したことから、更なる検証を

行う。 

ウ 高校教員向けの大学・入試説明会については、会

場と回数を拡充し、従来の東信地域に加えて北信・

中南信地域及び新潟県、富山県でも実施した。これ

により、参加者数は昨年度の５３名から８５名に

増加し、特に総合型選抜と学校推薦型選抜の志願

者獲得につながった。また、東信地域の高校訪問や

入試説明会を強化した結果、上田地域定住自立圏

域内の志願者数は８３名から１１４名に、入学者

数は３８名から４１名に増加した。オープンキャ

ンパスについては、学部ごとに２回実施し、加えて

大学見学の積極的な受け入れ等の結果、志願者数

は昨年度の１，５８６名から１，６３２名に増加し

a 

・入学定員を確保し、数値指標

を達成することができた。ま

た、上田地域定住自立圏域内

の志願者数及び入学者数につ

いては昨年度から増加した。 

・大学執行部に入学試験委員会

を設置したことにより、入学

者選抜における透明性及び厳

格性を確保することができ

た。 

・昨年度の入試結果や令和８年

度の学部学科再編をにらみ、

オープンキャンパスを拡充し

て実施した。 
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◇高校向け個別ガイダンス：延べ２０校以

上／毎年度 

 

た。加えて、広報委員会を設置し、全学的かつ戦略

的な大学広報及び学生募集活動を推進した。 

【数値指標実績】 

◇入試全体の実質倍率*：２．４倍 

◇一般選抜（前期日程）の実質倍率：１．８倍 

◇入学者のうち県内出身者：入学者数全体の３７．

７％ 

◇入学者のうち上田地域定住自立圏内出身者： 

入学者数全体の１１．０％ 

◇高校向け個別ガイダンス：延べ３８校 

（２） 大学院入学者選抜 

 (No.17) 

定員充足率向上のため、入学者選抜制度

や学生募集広報の検証を継続的に行うとと

もに、社会的ニーズに合わせて、必要に応じ

て制度を見直す。 

【数値指標】 

◇入学定員充足率：１００％／令和９年度

入学者以降 

(No.17) 

学部生に向けた説明会を継続して実施し、学内進

学者の獲得に努めるとともに、学部生以外の受験者

獲得のための説明会や関係機関への資料送付など、

定員充足のための施策を実施する。 

また引き続き、留学生向けの入試制度について検

討するとともに、入試制度全体の在り方も点検す

る。 

 

・学内外に向けた説明会をオンライン開催含め計４

回行い、参加者は昨年度の３名から９４名に増加

した。また、長野県社会福祉士会の協力により、会

員全員（１，２５７名）に大学院の案内パンフレッ

トを送付した。学生募集の取組を強化した結果、留

学生の志願者数の増加、学部生からの入学者獲得

など一定の成果はあったものの、入学者は総定員

１３名に対して１０名となり、入学定員充足率は

７６．９％と昨年度と同水準に留まった。 

【数値指標実績】 

◇大学院入学定員充足率：７６．９％ 

 

c 

・計画に沿って業務に取り組ん

だが、結果として入学定員充

足には至らなかった。 

・説明会や個別相談の体制を強

化するとともに、大学院科目

の早期履修制度の活用などに

より、学内進学希望者の増加

を図る。 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 ４ 学生支援に関する目標を達成するための措置 

中期目標 

 ４ 学生支援に関する目標 

 （１）生活学修支援に関する目標 

     学生が高い学修意欲を持って充実した生活が送れるよう、学生の意見や要望を把握するとともに、修学上の課題対策を講じ、多様な学生に対応した支援を推進する。  

 （２）就職・進学支援に関する目標 

     学生が希望する進路を実現させるため、就職及び進学支援の充実を図る。また、上田地域定住自立圏域内定着に向けた就職支援の充実を図る。 

 
 

中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

４ 学生支援に関する目標を達成するための措置 

（１）生活学修支援に関する目標を達成するための措置 

 (No.18) 

ア 学生生活支援 

（ア）学生の意見・要望を把握するため、キ

ャンパスミーティングや学生生活実態調

査、卒業生アンケートを継続して実施し、

その結果により必要な対応を行う。 

（イ）学生の心身の健康維持・増進を図るた

め必要な支援を行う。個別の学生対応は、

学生相談員によるカウンセリングを基礎

とし、必要に応じて関係教職員や家族、病

院等の外部機関と連携しながら包括的に

支援する。 

【数値指標】 

◇学生サポート満足度：４段階評価の上位

２位 ７０％以上／毎年度 

◇卒業生の満足度：５段階評価の上位２位 

７５％以上／毎年度 

 

(No.18) 

ア 学生生活支援 

（ア）学生自治会と連携したキャンパスミーティン

グの開催（春、秋２回）、学生生活実態調査(隔年

実施）の実施などにより、学生要望を的確に把握

し、その結果に基づいた学生支援を実施する。そ

の他、オリエンテーション企画や夢チャレンジ制

度の実施、サークル活動支援、資格取得の支援な

どを行う。 

（イ）従来組織を改編し、大学関係者の心と体の問

題に総合的に取り組む「保健・学生相談室」とし

て組織体制を強化するとともに、保健・学生相談

室の専任スタッフを 3 名（うち 2 名は保健師

と公認心理師両方の資格を持つ職員）に増員し

た。 

（ア）キャンパスミーティングを２回開催し、学

生から要望のあった９号館の利用時間の延長

や学生原簿の性別欄を削除するといった対応

を行った。加えて、「学生生活実態調査（隔年実

施)」を実施し、２年前との比較分析から、物価

高騰や人手不足、コロナ禍明けといった学生生

活への影響要因や学生生活の満足度を把握す

るとともに、入学時のオリエンテーション企画

及びサークルガイダンスの効果を確認した。こ

の結果を踏まえ、対面によるオリエンテーショ

ンの実施やサークル活動、資格取得支援の充実

などに取り組んだ。また、夢チャレンジ制度で

は、７件の学生活動を支援した。 

（イ）学生支援体制の強化を図るため、組織体制

を改編し、「保健学生相談室」を独立させた。こ

れに伴い、学生の精神的・身体的問題に専門的

に対応する学生相談員を２名体制から３名体

制へと増員した。そのうち２名は保健師と公認

心理師の両資格を有しており、より高度な専門

支援が可能となった。学生相談員を中心とした

組織的な支援により、年間で４０４件の学生相

談を実施し、学生の精神的・身体的健康状況の

的確な把握及び健康保持・増進に取り組んだ。 

【数値指標実績】 

◇学生サポート満足度：４段階評価の上位２位 

８８．６％（令和６年度は学生生活満足度の実 

績） 

◇卒業生の満足度 ：５段階評価の上位２位 

８４．６％ 

 

b 

・計画に沿って業務を実施し、学生

支援に関する学生満足度で高い評

価を得た。 

・学生の心身のサポートについて、

ニーズが多様化している状況であ

るため、相談支援体制の充実に継

続して取り組む。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

４ 学生支援に関する目標を達成するための措置 

（１）生活学修支援に関する目標を達成するための措置 

 (No.19) 

イ 経済的支援 

国の修学支援新制度の周知や、家計が急

変した学生に対する支援など、経済的に問

題を抱える学生の支援を行う。また、特待生

制度についても適切に運用し、意欲のある

学生を経済的に支援する。 

(No.19) 

イ 経済的支援 

国の修学支援新制度の募集と申請支援、特待生制

度の実施などによる経済的支援を円滑に実施する。 

・国の修学支援新制度に基づく授業料減免の申

請支援を学生２１０名に対して滞りなく実施

した。 

・本学独自の特待生制度の選考方法を公募方式

からＧＰＡ成績上位者を対象とする方式に変

更し、学生１２名を特待生として選考し、経済

的な支援を実施した。 

b 

・計画に沿って業務を実施した。 

 (No.20) 

ウ 障がいのある学生支援 

「障害を理由とする差別の解消の推進に

関する法律」に基づき適切な対応をとり、障

がいのある学生への支援を行う。 

特に増加傾向にある精神・発達障がいの

ある学生への支援に重点的に取り組む。 

(No.20) 

ウ 障がいのある学生支援 

新たに設置した「保健学生相談室」を中心に、学

内（大学教育センター、学生支援センターなど）や

学外の専門機関とも連携した支援を充実させる。 

・保健学生相談室において合理的配慮を希望す

る学生の面談を行い、専門的な視点から配慮内

容について明確化できるよう支援した。また、

学内関係部署や学外専門機関との情報共有を

行い、個々の学生に応じたより適切な支援を行

った。さらに、学生相談員は各種研修会に参加

して専門知識を深め、効果的な相談支援を実施

する体制を整えた。 

・聴覚障害学生支援に関する取組として、外部講

師による「ＵＤトーク支援養成講座」を開催し、

教職員・学生合わせて１２名が参加した。加え

て、学内の障害者用リフトの使用方法の掲示と

説明会を実施し、学内理解の促進を図った。 

b 

・計画に沿って業務を実施した。 

・令和６年４月からの合理的配慮提

供義務化等にも的確に対応し、学

生支援センター、大学教育センタ

ーが連携して、的確な学修支援体

制を構築した。 

（２）就職・進学支援に関する目標を達成するための措置 

 (No.21) 

ア 企業等が求める人材の把握に努めると

ともに、キャリアガイダンス、就職準備講

座、国家試験対策等の実施を通じて、学生の

社会的・職業的自立に向けた必要な能力の

養成を行い、実践的な就職活動支援を行う。 

イ 学生に地元企業の魅力を知ってもらう

ため、学内単独企業説明会、業界・仕事研究

セミナー等の充実を図るとともに、大学独

自の「信州インターンシップ」等の取組を推

進する。 

ウ 大学院進学希望者に対して、個別指導

等による進学支援を行う。 

【数値指標】 

◇国家試験の現役合格率（社会福祉士、精神

保健福祉士）：全国平均合格率＋２０％以

上／毎年度 

◇就職希望者の就職率*：９８％以上／毎年    

 度 

*就職率＝就職決定者数÷就職希望者数 

(No.21) 

ア①学年ごとにキャリアガイダンス・就職準備講座

（就活ゼミナール）を開催し、就職活動を支援す

る。 

②公務員志望の学生を支援するため公務員講座を

開講する。 

③社会福祉士や精神保健福祉士の国家試験対策を

実施し、学生の合格率向上を目指す。 

④各種資格取得を希望する学生を支援するために、

ＷＥＢ資格講座を開講する。 

イ 長野県内の関連団体との連携によるイベント

の開催やインターンシップの実施など、県内企業

の魅力を知ってもらう機会を充実させる。 

ウ 大学院合格者報告会などのイベントを開催や

学部教育との連携により大学院受験に対する意

識を高め、本学大学院への内部進学者の増加を図

る。 

ア①就職活動に必要な情報を学年・対象ごとに提

供するために業界・仕事研究セミナーやキャリ

アガイダンス等を実施し、参加学生の満足度が

８割以上の講座が全体の９５％と高い評価を

得た。また、各種セミナーの定期的な情報発信

とフォームによる就職・進学状況の迅速な把握

に努めた。 

②公務員講座を受講した４年生２４名のうち１

６名が公務員試験に合格した。 

③社会福祉士と精神保健福祉士試験に向けた模

擬試験や確認テストなどの試験対策を引き続

き行い、社会福祉士は昨年を上回る８８．２％、

精神保健福祉士は４年連続１００％の合格率

を達成した。 

④ＷＥＢ資格講座には２０名が受講し、各種資格

等の取得に取り組んだ。 

イ 学生の地域内就職を促進するため、昨年度に

引き続き、約３０社の県内企業を中心とした業

界・仕事研究セミナーを実施した。また、「上田

地域の企業を知ろう」企画の対象を県内企業ま

b 

・全体の就職率に関する数値指標が

目標を上回った。 

・学生の就職・進学状況を迅速に把

握する仕組みを構築し、そこから

得られた情報の学内共有に取り組

んだ。 
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◇新卒者の県内就職率：長野県出身者の割

合以上／毎年度 

◇新卒者の市内就職率：上田市出身者の割

合以上／毎年度 

◇新卒者の上田地域定住自立圏内就職率：

上田地域定住自立圏出身者の割合以上／

毎年度 

◇卒業生の就職・進学の割合*：９３％以上

／毎年度 

 *就職・進学者数÷卒業者数 

で広げ、学生が県内企業との接点を持つ機会を

増やした。 

ウ 進学支援では、昨年度に引き続き、本学大学

院への内部進学者を輩出した。また、大学院合

格者報告会を開催し、内部進学者が自身の合格

体験談を学生向けに話す機会を設けた。 

【数値指標実績】 

◇国家試験の現役合格率：社会福祉士８８．２％

（全国平均７５．２％）／精神保健福祉士１０

０％（全国平均８５．３％）  

◇就職希望者の就職率*：９８．５％ 

◇新卒者の県内就職率：３７．７％【うち県内出

身者７２．７％、県外出身者２７．３％】（長野

県出身者３９．９％） 

◇新卒者の市内就職率：８．１％【うち市内出身

者３４．６％、市外出身者６５．４％】（上田市

出身者９．５％） 

◇新卒者の上田地域定住自立圏内就職率：１０．

６％【うち定住圏内出身者５０．０％、定住圏

外出身者５０．０％】（上田地域定住自立圏出

身者１３．２％） 

◇卒業生の就職・進学の割合：９２．６％ 

 

 

 

  



 

25 

 

第３ 研究に関する目標を達成するための措置 

 １ 研究水準の向上及び研究成果に関する目標を達成するための措置 

中期目標 

１ 研究水準の向上及び研究成果に関する目標 

 （１）研究水準の向上に関する目標 

     競争的研究資金など外部資金を獲得しながら、学術研究の質を高めるほか、研究水準の向上を図る。また、地域や産業界等のニーズに対応した研究を推進する。  

 （２）研究成果の公表と地域への還元に関する目標 

     研究活動や研究成果を積極的に発信するとともに、地域協働による共同研究を推進し、その成果を地域に還元する。併せて、上田市が抱える政策課題に即した研究に積

極的に取り組む。 

２ 研究の実施体制に関する目標 

質の高い研究成果を得るため、教員が積極的・主体的に研究活動できる環境を整備する。 

 
 

中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

１ 研究水準の向上及び研究成果に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準の向上に関する目標を達成するための措置 

 (No.22) 

学内外の研究助成金制度を積極的に活用

し、教員の競争的外部資金への申請数・採択

件数の増加に取り組み、研究水準の向上を

図る。受託研究や共同研究を推進し、地域や

産業界等のニーズに対応した研究を推進す

る。 

【数値指標】 

◇科学研究費補助金等競争的外部資金の新

規申請率：５０％以上 

（科学研究費補助金等の既獲得教員を

除く）／毎年度 

◇科学研究費補助金の新規採択率：２０％

以上／毎年度 

◇著作・学術論文：１編×専任教員数以上／

毎年度 

◇学会発表・報告（２頁以内の短編）：１編

×専任教員数以上／毎年度  

(No.22) 

本学の研究助成金制度や科学研究費助成事業（科

研費）の申請支援などを通して、各教員の研究実績

の蓄積と研究水準の向上を図るとともに、競争的外

部資金への申請数・採択件数の増加に取り組む。 

・研究水準の向上を図るため、学内外の研究助成

金の利用を推進した結果、科学研究費補助金等

競争的外部資金の申請率は６４．４％、科学研

究費補助金の新規採択率は２０．８％となり、

目標数値を達成した。 

・受託研究及び共同研究を２件実施した。今後

は、更なる外部機関との連携強化を図るととも

に、本学が有する研究シーズの積極的な発信に

努める。 

・教員の著作・学術論文及び学会発表・報告につ

いては、教員の研究業績情報（データベース型

研究者総覧/researchmap）を常にアップデート

し、最新の研究成果の公表に努めた。その結果、

著作・学術論文は６８編、学会発表・報告は６

５編となり、目標数値である専任教員数以上

（５９名以上）を達成した。 

【数値指標実績】 

◇科学研究費補助金等競争的外部資金の新規申

請率：６４．４％ 

（科学研究費補助金等の既獲得教員を除く） 

◇科学研究費補助金の新規採択率：２０．８％ 

◇著作・学術論文：６８編 

◇学会発表・報告（２頁以内の短編）：６５編 

 

b 

・科研費の申請・採択件数共に昨年

より減少したが、申請支援等の取

組により数値指標を達成した。 

・論文・学会発表は共に昨年よりも

大幅に件数を増やし、数値指標を

達成した。 

・今後は、論文などの教員の成果物

の質の向上を図る。 

 (No.23) 

また、本学が設置する附属研究所を活用

し、特色ある研究活動の推進による研究力

強化を図る。 

【淡水生物学研究所】 

淡水生物学研究所を研究力強化の拠点と

して活用し、研究所の基本構想に基づく、特

(No.23) 

【淡水生物学研究所の取組】 

研究・教育力強化のための淡水生物学研究所の基

本構想の実現に向けた事業を行い、国際連携を取り

入れた淡水生物に関する研究推進を通して大学に

貢献する。またその成果を積極的に広報するととも

に政策提言を行い、事業に必要な環境整備を進め

・淡水生物学研究所については、計画どおりに事

業を進め、論文数、広報数、メディア登場件数、

委員委嘱数等において計画以上の成果をあげ

た。 

【活動実績】 

〇査読付き論文・図書：３報（英文２、和文１） 

〇学会・国際会議発表：８件（英語） 

a 

・確実な研究成果が表れ、研究活動

を広く普及した。 

・上田地域をはじめ国内外にわたる

幅広い研究活動の継続性ととも

に、より高いレベルの国際連携の

展開を目指す。 
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色ある世界レベルの研究を推進し、その成

果を社会に還元する。また、淡水生物学研究

所の特色を活かした実習、講義を実施する

ほか、淡水生物学研究所運営委員会を設置

し、全学での利用促進を進める。 

る。 〇紀要・報告書等：３報（英文１、和文２） 

〇プレスリリース：１件 

〇ネット報道：４件 

〇新聞記事：１７件 

〇大学ＨＰ、News & Topics 及び IFB web Events：

２３件 

〇外部委員：５件 

 

 
 

中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

１ 研究水準の向上及び研究成果に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準の向上に関する目標を達成するための措置 

 (No.24) 

【地域共生福祉研究所】 

地域の社会福祉研究の活性化を図り、学

内外の教育研究活動に貢献する。さらに、大

学院の研究力強化に取り組む。 

(No.24) 

【地域共生福祉研究所】 

地域共生福祉研究所の案内書(リーフレット)を

活用し、研究所の活動を広く周知する。研究員や

客員研究員を学内外から募集し、研究活動の活性

化を図る。 

また、「長野大学地域共生福祉論集」を発刊し、

教育研究活動の成果発信に活用する。 

 

・研究員、客員研究員の募集を学内外に呼び掛け、

研究員として３１名、客員研究員として１０名を

委嘱した。 

・研究員等の研究成果発信のために「長野大学地域

共生福祉論集（第１８号）」を発刊した。当該論

集を発刊するにあたり、「長野大学地域共生福祉

論集１８号」投稿募集と執筆に関するガイダンス

を実施した。また、論集編集委員会を６回開催し、

査読者の選定や論集掲載原稿の確認などを行っ

た。 

・東御市社会福祉協議会からコミュニティソーシ

ャルワーカー養成についての協力依頼があり、令

和８年度からの実施に向けて調整を開始した。 

 

b 

・「長野大学地域共生福祉論集」を

厳格な査読プロセスを経て発刊す

ることができた。 

・リーフレットの活用が研究員の獲

得や協議会からの依頼に役立った

と考えられる。 

・今後は論集やリーフレットを活用

した研究の向上と水平展開を進め

る。 

（２）研究成果の公表と地域への還元に関する目標を達成するための措置 

 (No.25) 

教員の研究業績をデータベース化して大

学ホームページ等で発信する。また、地域社

会や地域産業の振興に貢献するため、本学

の研究シーズを積極的に企業、自治体、ＮＰ

Ｏ等に結び付け、上田市をはじめとする多

様な地域の地域課題、政策課題への具体的

な提言等を行う。 

【数値指標】 

◇受託・共同研究数：累計１２件以上／令和

１０年度までに 

 

(No.25) 

教員の研究業績情報（データベース型研究者総

覧）のアップデートを徹底し、大学ホームページ

とリンクすることで、最新の研究成果を公表す

る。また、競争的外部資金の募集情報を周知し、

積極的な申請を促進する。さらに、企業訪問や支

援機関との連携を通して、地域（産業）ニーズの

把握し、共同研究などに結び付ける。 

・令和６年度に実施した本学ホームページのリニ

ューアルに伴い、教員の研究業績情報（データベ

ース型研究者総覧：researchmap等）のリンク付

け及び研究業績情報のアップデートを徹底した。 

・外部資金の獲得に向けた支援として、教員に外部

資金の募集情報を４７件提供し、助成財団センタ

ーなどの外部助成金サイトを紹介した。その結

果、１４件の申請につながり、その内２件が採択

された。 

・長野大学研究助成金「地域・社会貢献研究」を長

野県内にある企業・団体・行政等と協働して行う

研究活動を支援するための助成制度に見直した。

当該制度の見直しにより、地域にある課題解決に

向けた地域研究を活発化させ、受託研究や共同研

究の獲得に努める。 

【数値指標実績】 

◇受託・共同研究数：２件 

 

 

b 

・ホームページのリニューアルに伴

う研究業績情報のリンク付けとア

ップデートを徹底することができ

た。今後は、定期的なフォローア

ップ体制の構築を図る。 
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２ 研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 

 (No.26) 

競争的外部資金に応募する教員に対し

て、申請書類作成支援や、外部資金の募集情

報の収集及び情報提供の実施など、競争的

外部資金の獲得に向けた支援を行う。 

また、研究交流広場等の開催により教員

の自己点検と相互研鑽の場を設定するとと

もに、教員表彰制度などインセンティブが

働く制度の充実を図る。 

【数値指標】 

◇申請書類支援件数：１０件以上／毎年度 

(No.26) 

引き続き、科研費申請や競争的資金獲得に向け

た支援を行い、研究が円滑に推進できるよう事業

計画の精度向上や十分な研究期間の確保に努め

る。また、研究交流広場や教員表彰制度などを活

用し、教員の研究意欲をさらに高める。 

・科学研究費補助金の申請書類作成支援を実施し、

個別面談９名、申請書添削１０名（延べ１９名、

実数１１名）が利用し、５名が採択を受けた。 

・外部資金の獲得に向けた支援として、教員に外部

資金の募集情報を４７件提供し、助成財団センタ

ーなどの外部助成金サイトを紹介した。その結

果、１４件の申請につながり、その内２件が採択

された。 

・研究活動の活性化を図るため、研究交流広場を３

回開催した。また、教員表彰制度により、４名の

教員に対して、研究費のインセンティブ加算を行

った。 

【数値指標実績】 

◇科研費申請書類支援件数：１１件 

 

b 

・外部専門家による申請書類支援件

数は、数値指標を達成でき、それ

が科研費の採択に結びついた。引

き続き、外部資金の情報発信や獲

得支援を促進し、採択率アップと

教員の研究意欲を高める。 
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第４ 地域貢献及び国際化に関する目標を達成するための措置 

 １ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

中期目標 

１ 地域貢献に関する目標 

   教育機関や産学官金関係団体等との地域活性化につながる連携活動を推進するとともに、大学の有する専門知識や技能等の資源を活かして地域のシンクタンクとしての役

割を果たし、市が進める「学園都市づくり」等の地域活動の中心を担う。 

   また、社会人が体系的に学べる機会を提供するほか、市民の多様なニーズにあった生涯学習を積極的に支援する。 

２ 地域で活躍する人材育成に関する目標 

   地域の産業や福祉分野など地域活動を担う人材を育成し、輩出することによって、地域企業等に送り出す地域人材の循環を促進する。 

３ 国際化に関する目標 

   グローバル社会に求められる人材を育成するため、教育研究環境の充実を図る。また、海外の大学との連携を深めるとともに、連携を基盤とした優秀な留学生の受入れと日本

人学生の留学を促進し、国際化社会に求められる人材を育成する。 

 
 

中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

１ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

（１）地域貢献の体制整備 

 (No.27) 

本学の地域貢献活動を強化するた

め、地域づくり総合センターに研究分

野の推進、管理及び統括機能を加え、

研究と結びつけた地域貢献の推進に

取り組む。 

大学の有する専門知識や技能等の

資源を活かして地域のシンクタンク

として、市への政策提言を行うなど、

政策課題の解決に協力する。 

また、附属研究所（淡水生物学研究

所、地域共生福祉研究所）を活用した

地域貢献を推進するとともに、その体

制整備に取り組む。 

 

(No.27) 

地域貢献を促進するため、教職員は「地域（産

業）との関係づくり」を意識し、関係者との積

極的なコミュニケーションを図りながら業務

に取り組む。また、信州上田学やまちなかキャ

ンパスうえだ事業などを通して関係を深め、地

域課題を発見・分析し、解決策の提案ができる

仕組みづくりを目指す。 

 

・令和６年１０月に上田地域の産業界、金融機関、行政と

本学が連携し、学びの場を共に創ることにより、現在

から将来にわたり産業に関わる人材を地域に根ざして

育成し、地域産業の持続可能で健全な発展に寄与する

ことを目的に「うえだ人材共創スクエア」を設立した。 

・信州上田学「地域パートナー連携事業」を地域や企業が

抱える課題に対し、学生が協働先とともに解決に取り

組む形式とし、地域活性化を担う人材の育成及び若者

の地元定着を促進するため、学生から課題解決型のプ

ロジェクトを提案する方式へと見直した。その結果、

学生から６件のプロジェクト提案があり実施に至っ

た。 

a 

・地域貢献を具体的に促進するため

「うえだ人材共創スクエア」を設立

し活動を開始した。            

・信州上田学「地域パートナー連携事

業」を通して、様々な活動を展開し

た。.地域課題の発見・分析を通し

て、さらに地域の発展につながる解

決策の提案と仕組み作りを進める。 

 (No.27) 

【淡水生物学研究所の取組】 

行政連携・市民運動に参加し、研究の成果を

その活動に反映させる。また、千曲川の生物多

様性や生態系などを自然資本として活用する

ためのセミナーなどを開催し、地域のシンクタ

ンクとしての役割を果たす。高大連携として地

域の高校生の課題探求などの生物学教育に淡

水生物学研究所の施設利用などから貢献する。 

 

・国土交通省委員会・水産庁会議への対応やＩＦＢセミ

ナーの実施など、計画どおりに事業を進めるとともに

高校生の課題探求に関する取組において連携を行い、

計画以上の成果をあげた。 

【活動実績】 

〇淡水生物学研究所セミナー（ＩＦＢセミナー）：２回 

〇まちなかキャンパスうえだ 市民向け講座「進化・生

態から見る個性」：１回  

〇高校との課題探求に関する連携：２校 

〇外部委員：５件 

b 

・共同・受託研究等を通じて計画以上

の研究成果が得られた。また、セミ

ナーや市民講座、高校生の受け入れ

など、地域にも貢献した。 

・地域のシンクタンクとしての役割を

より一層果たすために、地域に根差

した研究の向上を目指す。 

 (No.27) 

【地域共生福祉研究所の取組】 

教育・研究活動の成果として、地域の社会福

祉に関する課題解決に寄与できる研修会又は

講演会を開催する。 

 

・上田市福祉課及び上田市社会福祉協議会との共催によ

り「地域福祉推進フォーラム」を開催し、本学教員によ

る講演とパネルディスカッションを行った。 

・「福祉系高校におけるカリキュラム・マネジメント」を

テーマに、長野県内の福祉科設置高等学校の教員を対

象とした研修会を開催し、６名の教員が参加した。 

b 

・教育・研究活動の成果に基づいて、

上田市福祉課及び上田市社会福祉協

議会とともに講演会、パネルディス

カッションを開催した。さらに、長

野県内の福祉科設置高校の教員を対

象とした研修会の開催を通して地域

に貢献した。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

１ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

（２）教育機関との連携 

 (No.28) 

高大連携の学習等を通じた高等学校との連携

を強化するとともに、県内高校への講師派遣や個

別の連携事業等の協力支援を展開する。 

また、県内小中学校等の教育機関と連携した地

域協働による教育に取り組む。 

 

(No.28) 

高校における総合的な探究の時間で必要と

される大学の専門知識に対して、教員の紹介な

ど協力・連携に努める。また、将来の理系人材

育成を目指し、小中学生を対象とした体験型学

習の場を試行的に提供する。 

 

・上田市内を中心とした県内の小学校、中学校、

高等学校、教育委員会に教員（３８件）を派遣

した。 

・各高校で行われている「探究学習・活動」で大

学の専門知識を活かした学習活動を実施し、全

６校で延べ１０名の教員を派遣した。 

・小中学生を対象とした体験型学習の場の開催

については、担当教員の調整ができず実施に至

らなかった。 

b 

・上田市内を中心とした小中高校

ならびに教育委員会に教員を派

遣した。 

・高校での「探究学習・活動」に

対しても積極的な連携支援を行

うことができた。 

（３）産学官金連携 

 (No.29) 

地域づくり総合センターを窓口として、上田市

をはじめとする地域の産業界、地域団体、自治体

等との連携の強化とネットワークの拡大に努め

て、多様な地域貢献活動を展開する。 

【数値指標】 

◇地域の企業、団体、自治体等との協働活動数：

９０件以上／毎年度 

◇国・地方自治体等の審議会等の委員委嘱数：３

０件以上／毎年度 

◇まちなかキャンパスうえだ利用者数： 

２，５００人以上／毎年度 

 

(No.29) 

長野県産業振興機構「ながの産業支援ネッ

ト」をはじめとする産学官金連携推進事業など

に積極的に参画し連携の仕組みづくりを促進

するとともに、地域課題に対して大学の教育・

研究を生かして解決できるよう連携して取り

組む。また、地域協働による研究実績を地域（産

業）に周知する広報ツールを作成し、大学の知

見が活用されるよう努める。 

また、地域人材育成の仕組みを継続的に企

画・運営する「産官学コンソーシアム」の設立

準備を進めるとともに、コーディネーターを配

置する。 

・地域協働による教育・研究活動の発信にあたっ

ては、大学ホームページのリニューアルに伴

い、各学部・研究科の「地域活動・研究」をト

ップページに配置して情報発信を行った。 

・令和６年１０月に、上田地域の産業界、金融機

関、行政と長野大学が連携し学びの場を共に創

ることにより、現在から将来にわたり産業に関

わる人材を地域に根ざして育成し、地域産業の

持続可能で健全な発展に寄与することを目的

に「うえだ人材共創スクエア」を設立した。さ

らに、コーディネーターの採用を決定した。 

・地域の企業、団体、自治体との協働活動を積極

的に行い、活動件数は１９１件となった。国・

地方自治体等による教員への委員委嘱は５４

件となり、地域との連携活動を推進した。また、

協働活動件数及び委員委嘱件数の集約方法を

変更し、活動実績の把握が明確になった。 

【数値指標実績】 

◇地域の企業、団体、自治体等との協働活動数：

１９１件 

◇国・地方自治体等の審議会等の委員委嘱数： 

５４件 

◇まちなかキャンパスうえだ利用者数： 

３，２５１人 

a 

・地域の企業、団体、自治体等と

の協働活動、自治体等の委員会

委嘱数、まちなかキャンパスう

えだ利用者数のいずれも数値指

標を大きく上回る活動を行って

いる。 

・地域に根ざした産業の持続的な

発展を目指す人材育成を目的と

した「うえだ人材共創スクエ

ア」を立ち上げ、活動を開始す

ることができた。 

（４）生涯学習 

 (No.30) 

市民等の生涯学習及び学び直しに資するため、

公開講座等を開講する。また、地域の多様なニー

ズに対応するため、教員の講師派遣を積極的に行

う。 

【数値指標】 

◇公開講座数：１５講座以上／毎年度 

◇講師派遣数：延べ１２０件以上／毎年度 

(No.30) 

協定締結先である上田市と坂城町において、

大学の教育・研究を生かした生涯学習プログラ

ムを企画し運営する。また、まちなかキャンパ

スうえだのコーディネーターを中心にセミナ

ーなどの企画を積極的に行い、教員を派遣す

る。 

・生涯学習については、公開講座を１３講座実施

し、１６９名が参加した。また、教員の講師派

遣を延べ８４件実施し、地域からの要望に応え

た。 

【数値指標実績】 

◇公開講座数：１３講座 

◇講師派遣数：延べ８４件 

b 

・公開講座数及び講師派遣の件数

については数値指標を達成でき

ていないため、さらに積極的な

改善策の検討が必要である。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

２ 地域で活躍する人材育成に関する目標を達成するための措置 

 (No.31) 

【再掲】（No.1,No.6,No.21,No.29） 

(No.31) 

【再掲】（No.1,No.6,No.21,No.29） － － － 

３ 国際化に関する目標を達成するための措置 

（１）グローカル人材の育成 

 (No.32) 

グローバルな視野を備え、新たな発想や価値

を生み出し、地域社会に貢献する人材（グロー

カル人材）を育成するため、教育内容の充実や

海外大学との教育研究交流を推進する。 

ア 外国語教育における語学力の到達目標を具

体的に設定し、その達成度を可視化しながら

外国語教育を推進する。 

イ 外国語科目以外の教養科目及び専門科目の

一部の科目（コマ数の一部）において、外国

語による授業を導入する。 

ウ 海外の大学との学術交流協定を締結し、教

育研究交流活動を推進する。 

エ 本学の特徴的な教育である地域協働型教育

の授業プログラムの充実化や、カリキュラム

の体系化を図り、地域社会を教育現場とした

課題解決型の教育を推進する。【再掲】（No.6) 

【数値指標】 

◇海外大学との教育研究交流活動の取組数： 

３件／毎年度 

(No.32) 

ア 外国語科目に関する学生の選択要望を

できるだけ適える履修の仕組みを構築し

実施する。また令和６年度から導入した

改定シラバスフォーマットに基づき、外

国語の科目ごとに統一したルーブリック

評価を導入し、学修者本位かつ統制のと

れた教育を実施する。一方で、令和８年

度の学部学科再編を見据えた外国語教育

の体系の再検討を行う。また、ＴＯＥＩ

Ｃなどを想定した英語の e ラーニング

システムを本格的に活用する。 

イ 英語による授業の実施に向けて、実施

可能な授業科目の分野を選定し、実施方

法及びスケジュールなどについて具体的

な検討を進める。 

ウ これまでの学術交流協定校に限らず、

より広範な国際交流の場を提供するとと

もに、英語圏の大学などとの交流協定締

結に向けて、具体的な検討を進める。 

エ 【再掲】（No.6) 

ア 外国語科目に関する学生の選択要望をできるだけ適える

ため、事前にフォームでの希望調査を実施した上で登録を

行った。また、外国語の科目ごとに統一ルーブリックを導

入し、クラス間での成績評価の公平性を確保した。ｅラー

ニングについては、英語を履修していない学生も含め、試

験的に１、２年生全員が利用できるように整備した。 

イ 英語による授業の実施に向けて、実施可能な授業科目の

検討を行った。更なる具体化に向けて引き続き検討を進め

ることとした。 

ウ これまでの学術交流協定校に限らず、より広範な国際交

流の場を提供するために、上田市と協力して「ワールドキ

ャンパスインターナショナル」の受け入れを行い、希望す

る学生が交流会に参加した。海外大学との交流実績は、１

２月に実施した台湾の長榮大学及び銘傳大学との教育研究

に関する交流２件と３月に長榮大学で実施した海外研修の

計３件だった。 

エ 【再掲】（No.6) 

【数値指標実績】 

◇海外大学との教育研究交流活動の取組数：３件 

b 

・計画に沿って業務を実施

した。 

・国際交流事業とも連携

し、外国語を学ぶ意味や

キャリア展望等、学生の

意識向上に今後より一層

取り組んでいく。 

・英語による授業の実施に

向け、実施科目やスケジ

ュールの具体化を検討す

る。 

（２）留学体制・国際交流 

 (No.33) 

学生の海外留学（オンライン留学含む）を推

進するため、海外留学支援ブース等を活用しな

がら、留学に必要な情報提供及び留学に必要な

能力の向上を支援し、海外留学希望者の増加を

図る。 

併せて、海外協定校等からの留学生の受入を

実施し、国際交流を推進する。 

【数値指標】 

◇海外留学者数：５人／毎年度 

(No.33) 

海外留学支援ブースの設置による定期

的、恒常的なきめ細かい支援の実施と海外

からの留学生の受入れを実施する。英語を

公用語とする国々との交流を推進する。 

・本学の国際交流の方針を作成し、第１ステップとして、国

際協力機構（ＪＩＣＡ）による講演会や国際交流イベント

（ワールドキャンパスインターナショナル）を学内外で開

催し、学生の海外留学への意識向上を図った。第２ステッ

プとして、カンボジアの王立プノンペン大学及び国立プノ

ンペン教員養成大学と学術交流協定を締結した。また、台

湾の銘傳大学と今後の教育研究交流について協議した。 

・学内に設置している海外留学支援ブースを活用し、留学を

希望する学生に対して定期的かつ恒常的な支援を実施し、

延べ２８０名の学生からの相談に対応した。また、国際交

流の一環として、中国の長榮大学から１名、黄山大学から

３名の留学生を受け入れた。本学からは合計５名［長期１

名（中国）、短期４名（英語圏）］の学生が海外留学を行い、

必要な支援を行った。 

【数値指標実績】 

◇海外留学者数：５人 

b 

・計画に沿って業務を実施

した。 

・協定大学等との交換留学

が再開するとともに、海

外留学支援ブースの活用

による海外留学が実現す

るなど、学生ニーズへの

対応に取り組んだ。 

・今後は、カンボジアの交

流協定校等との国際交流

の促進に努める。 
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第５ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

 １ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

中期目標 

 １ 組織運営の改善に関する目標 

    経営の責任者である理事長と教学の責任者である学長が適切な役割分担のもと、リーダーシップを発揮し、迅速な意思決定、実行力ある戦略的な組織運営を行う。  

    また、多様性（ダイバーシティ）と包摂性（インクルージョン）のある運営組織となるよう、取組を推進する。 

 ２ 人事の適正化に関する目標 

    人事の適正化と組織の活性化を図るため、教職員の評価制度をはじめ、柔軟で多様な制度の運用や教職員の資質向上に取り組む。 

 ３ 事務の効率化・合理化に関する目標 

    事務処理の簡素化、外部委託の活用、デジタル化の推進等によって、事務の効率化・合理化を図る。 

 
 

中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

 (No.34) 

理事長と学長の強力なリーダーシップの

下、ガバナンスを更に強化する。 

（１）理事会、経営審議会、教育研究審議会

の連携を密にするとともに、組織的に教職

員間の情報共有を図り、自律的、弾力的、

効率的な大学運営を行うとともに、教職員

全員が大学のビジョンを共有し、目標に向

かって取り組む。 

（２）理事会、経営審議会、教育研究審議会

に女性や外部有識者を積極的に登用し、多

様性のある組織運営を行う。 

【数値指標】 

◇理事会及び審議会構成員の女性割合： 

各３０％以上／令和１０年度までに 

◇教職員の女性割合：４０％以上／ 

令和１０年度までに 

◇理事会の外部登用割合：５０％以上／ 

毎年度 

 

(No.34) 

（１）理事長、学長による大学運営を着実

に進めるため、法規に精通した職員を学

外から登用し、学内規程の見直しなどの

業務執行を効果的に推進する。 

（２）理事の任期満了に伴い、次期理事と

して女性を登用するための折衝を行う。 

・理事長・学長ミーティングを年間４８回（週１回）開催し、

情報共有の迅速化と早期の問題解決を図った。加えて、学

内規程の見直しを随時行い、業務運営の明確化と効率化を

推進した。また、人事委員会を計２０回開催し、新学部の

教員採用において法人が積極的に関与した。 

・理事の任期満了にあたり、２名の女性理事を再任した。 

【数値指標実績】 

◇理事会、審議会構成員の女性割合：理事会１８．２％、 

経営審議会１６．７％、教育研究審議会２１．１％ 

◇教職員の女性割合：３６．０％ 

◇理事会の外部登用割合：７７．８％ b 

・ミーティングの開催によ

り、情報共有の迅速化と早

期の問題解決を図った。ま

た、人事委員会を法人に位

置づけたことで新学部の教

員採用がスムーズに行われ

た。 

・職員の女性比率はバランス

が取れている状況である

が、教員は依然として偏り

が見られるため、引き続き

対応策の検討を進める。 

 

２ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（１）教員 

 (No.35) 

教育研究活動の向上を図るため、柔軟で多

様な人事制度の整備を進め、適切に運用する。 

また、年度別業績評価を実施し、教員の資

質向上に取り組むとともに、実施結果を検証

し、改善する。併せて、年度別業績評価の実

施結果等を踏まえた勤務評定に関する制度を

構築し、評価結果を賞与等に反映させる。 

【数値指標】 

◇年度別業績評価（全教員）：５段階評価の上

位２位 ８０％以上／毎年度 

(No.35) 

年度別業績評価の評価項目【教育】【研究】

【地域貢献】【大学運営】の評価内容・評価

点を見直し、より実効性のある評価制度を

構築する。また、評価結果を勤勉手当など

に反映する制度の導入に向けて検討を進め

る。 

・新学長の下でより実効性のある評価制度を構築するため、

年度別業績評価の評価項目・基準をより客観的に見直すと

ともに、学長のメッセージを各領域の評価項目に反映する

形で大幅に改正を行った。さらに、年度別業績評価と任期

付教員の業績評価を一体化し、教員の負担軽減と再任用基

準の明確化を図った。結果として、上位評価（ＳまたはＡ）

の割合は３１．８％から４３．５％に、達成度６０％以上

の教員は８４．１％から９２．３％に増加した。 

【数値指標実績】 

◇年度別業績評価（全教員）：５段階評価の上位２位 

４３．５％ 

b 

・年度別業績評価の評価基準

を大幅に見直し、学部長と

の意見交換を行ったことに

より、よりわかりやすく実

効性の高い基準となった。

また、任期付教員の業績評

価と一体化できたことも大

きな成果と言える。今後も

評価基準や指標の検証に継

続的に取り組む。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

２ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（２）事務職員等 

 (No.36) 

事務職員等の職位と業務に応じた研修計画

を策定し、他機関と連携したスタッフ・ディ

ベロップメント（ＳＤ）活動に取り組む。 

また、事務職員等の資質向上を積極的に推

進するために、職員能力・行動評価を実施す

る。併せて、勤務評定に関する制度を構築し、

評価結果を賞与等に反映させる。 

【数値指標】 

◇学生サポート満足度：４段階評価の上位 

２位 ７０％以上／毎年度【再掲】（No.12) 

 

(No.36) 

事務職員の資質向上を推進するため、事務職員

は研修計画に基づく各種研修を受講するととも

に、職員能力・行動評価を実施する。また、評価

結果を勤勉手当に反映する制度の運用を開始す

る。 

・個人の研修計画の策定と実績報告を行った。職

員能力・行動評価については、目標設定と面接

までは実施したが、結果をふまえた評価には至

らなかった。 

【数値指標実績】 

◇学生サポート満足度：４段階評価の上位２位 

８８．６％（令和６年度は学生生活満足度の実 

績）【再掲】 

c 

・規程を整備し、職員の能力行動評

価でより高い実績を上げた職員に

対してインセンティブを付与する

仕組みを検討する。 

・研修に対しては各課の業務を考慮

しながら積極的に参加できる研修

計画の策定を進めていく。 

３ 事務の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

 (No.37) 

ＡＩ(人工知能)、ＲＰＡ（ロボティック・プ

ロセス・オートメーション）、ＤＸ（デジタル

トランスフォーメーション）等のデジタル化

の推進や外部委託の活用等によって、事務の

効率化・合理化を図る。 

(No.37) 

業務の効率化及び合理化を図るため、文書管理

システムの導入を通して明らかになった業務の

系統化（見える化）を基に業務のマニュアル化や

ＲＰＡ化を進める。 

・事務の効率化に向けて、業者によるＲＰＡや人

事・労務管理システムに関する説明会を複数回

実施し、費用対効果の観点から導入を検討し

た。 b 

・事務の効率化及び合理化を図るた

め、業務の RPA 化を行うととも

に、人事労務システムや財務会計

システムのリプレイスに向けて必

要な準備を進める。 
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第６ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 １ 外部資金等の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

中期目標 

 １ 外部資金等の自己収入の増加に関する目標 

    安定的な経営を維持し、収支構造の改善を図るため、科学研究費助成事業のほか、各種補助金、共同研究・受託研究収入、寄附金など、外部資金獲得のための支援を推

進し、積極的に外部資金の獲得を図る。 

 ２ 経費抑制に関する目標 

    大学運営に要する経費として運営費交付金が上田市から交付されていることを十分認識するとともに、大学運営の財務健全性を確保しながら、業務運営の徹底した効率化

と合理化により経費節減を図る。 

 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

    大学資産の適正な管理を行うとともに、効率的かつ効果的な運用管理を行う。また、地域貢献活動の一環として、大学施設の地域開放を行う。 

 
 

中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

１ 外部資金等の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

 (No.38) 

安定的な経営を維持し、収支構造の改善を図

るため、科学研究費助成事業のほか、各種補助

金、共同研究・受託研究収入、寄附金など、外

部資金獲得のための支援を推進し、積極的に外

部資金の獲得を図る。 

【数値指標】 

◇外部資金の獲得額 １８０,０００，０００円

／毎年度 

*外部資金の項目…科学研究費助成事業、受託研

究・受託事業・共同研究等、寄附金、補助金、

長野大学未来創造基金 

 

(No.38) 

学部設置や学部学科再編に関する財務計画

に基づき、補助金や未来創造基金への寄附金を

含む財源の確保に取り組む。その他の新規事業

については、スクラップアンドビルドを基本方

針として、予算計画の収支均衡を図る。 

また、競争的外部資金の獲得を推進し、財務

構造の安定化に取り組む。 

・財源確保に向けて、新棟建設に係る特定基金の

寄附募集を推進した（Ｒ６実績：５３件２，６

７５千円）。令和６年度の外部資金※の獲得額

は、合計２３６，１８６，５７４円となり、 目

標数値 １８０，０００，０００ 円を上回った。

なお、予算編成にあたっては、令和５年度の決

算及び予算執行の実績を基に精査し、戦略的経

費を重点的に配分することで収支均衡を図っ

た。 

【数値指標実績】 

◇外部資金の獲得額 ２３６，１８６，５７４円 

*外部資金の項目：科学研究費助成金事業、受託

研究・受託事業・共同研究等、奨学寄附金、補

助金、未来創造基金 

 

b 

・外部資金の獲得額は数値指標を上

回った。 

・寄附講座の実施に伴う寄附金や特

定基金の寄附募集により、財源確

保に向けた取組が進捗した。 

２ 経費抑制に関する目標を達成するための措置 

 (No.39) 

法人運営の基盤的収入である上田市からの運

営費交付金は税金が原資であること、また、学

生納付金は学生に対する教育研究活動等の提供

の対価として徴収する収入であることを役員・

教職員が常に認識し、適正に執行する。効率的

で合理的な業務運営を行い、経費の抑制と費用

対効果に優れた健全な財務運営を図る。 

また、会計手続きについては、不正使用防止

遵守を踏まえた上で、規程等の見直しを検討す

るとともに、研究推進の観点から外部の研究資

金についても適正で弾力的に運用する。 

併せて、必要に応じて経営状況や社会情勢、

他大学の動向等も踏まえて、適正な学生納付金

の設定について検討する。 

 

(No.39) 

業務の見える化などの合理的な業務運営を

通して予算の適正かつ有益な執行に努め、人件

費を含む経費の適正配分を図る。令和７年度の

予算編成にあたっては、各部局からの事業計画

と予算要求額を、理事者によるヒアリングや前

年度の決算実績に基づき精査し、収支均衡を確

保する。さらに、教職員の経費抑制意識を醸成

し、真に必要な事業に重点を置いたメリハリの

ある予算計画を策定する。 

また、会計手続きの制度を見直すため、学内

外の状況調査を踏まえ、運用方法を検討後、関

係規程の整備を行う。 

・予算執行にあたっては、四半期ごとに執行状況

を理事会へ報告し、適正な執行に努めた。令和

７年度予算編成では、令和５年度の決算及び予

算執行の実績を基に精査し、理事者によるヒア

リングを経て戦略的経費を重点配分するメリ

ハリのある予算を編成することにより、収支均

衡を確保した。 

・会計手続きの制度を見直すため、令和５年度に

行った学内外の状況調査と要望を踏まえ運用

方法を検討し、「公的研究費取扱ハンドブック」

と「教育研究活動費取扱ハンドブック」を改訂

した。 

b 

・年度毎に「予算編成方針」を制定

し、重点事項に基づく予算編成を

行ったことで収支均衡を図った。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

（１）金融資産 

 (No.40) 

金融資産を適正に管理する。また、定期預金

等の満期時には、より有利な運用管理を行う。

なお、中長期的な財務計画に基づく使用予定を

考慮した上で運用する。 

 

(No.40) 

金融資産は常に実態を把握し、適正に管理す

る。また、定期預金などの満期時には複数の金

融機関から利息金利の条件を照会し、より有利

な運用管理を行う。新学部設置に伴う新棟建設

計画を踏まえ、余裕資金は主に１年定期などの

短期金融商品で運用する。 

 

・金融資産の実態を常に把握し適正に管理した。

定期預金などの満期時には複数の金融機関か

ら利息金利の条件を照会し、より有利な運用管

理を行った。 

・新学部設置に伴う新棟建設計画を踏まえ、余裕

資金は１年定期又は３か月定期の短期金融商

品で運用した。 

b 

・計画に沿って業務を実施した。 

・新棟建設により多くの資金が必要

となることから、引き続き適切な

金融資産運用及び運用の高度化に

努める。 

（２）施設管理 

 (No.41) 

固定資産管理規程に基づき、教育研究に支障

のない範囲で、体育施設等大学施設の一般開放

を行う。その際は、受益者負担の観点から、学

外者の施設利用料金等を適切に設定する。 

(No.41) 

新棟建設と並行して、教育研究に支障がない

範囲で大学施設の地域への開放を実施する。ま

た、計画的に施設の修繕と整備を行う。 

・学外団体の研修や共通テストの模擬試験、中国

語検定等を行うために地域への開放を行った。

また、グラウンドはドローンの離発着場所とし

て貸与した。 b 

・大学事業に影響のない範囲で規程

に基づき資産（土地、建物等）を

貸与し、大学開放を推進した。 

・今後は固定資産貸付規程における

貸付単価の改訂を進めるととも

に、新棟の貸与範囲と貸付単価を

検討する必要がある。 
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第７ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するための措置 

 １ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

中期目標 

 １ 自己点検・評価に関する目標 

教育研究活動及び業務運営について、定期的に自己点検・評価を実施する。また、第三者機関による評価も活用し、教育研究活動や業務運営の見直しと改善に取り組

む。 

 ２ 情報公開及び情報発信等の推進に関する目標 

  （１）情報公開に関する目標 

教育研究活動や大学運営の透明性を確保するとともに、公立大学法人として社会への説明責任を果たすため、運営状況、財務状況や評価内容等の情報公開を推進す

る。 

  （２）積極的な情報発信に関する目標 

     教育研究活動や地域貢献活動及び業務運営に関する情報等を積極的に発信し、大学の広報・宣伝に取り組む。 

 
 

中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

１ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

（１）法人評価 

 (No.42) 

法人の自己点検・評価や上田市公立大学法人評価

委員会による評価結果と付帯意見等を起点とした

ＰＤＣＡサイクルにより、業務の見直しや改善を推

進する。 

(No.42) 

令和５年度の業務実績状況を踏まえ、中期

計画推進委員会を中心に中期計画の進捗状

況を把握し、課題の解消策を提起して適切に

対応する。 

 

・令和４年度に受審した機関別認証評価の指摘

及び令和６年１１月に公立大学協会から報

告された「内部質保証における公立大学特有

の課題」を踏まえ、内部質保証の基本方針の

策定や体制整備に関する規程(案)を理事長・

学長ミーティングで協議・検討し、概ね方針

を固めた。地方独立行政法人法に基づく中期

計画及び年度事業計画の策定、上田市公立大

学法人評価委員会による評価等の法令に基

づいた一連の過程を、本学が行う自己点検・

評価活動に組み込むこととしたが、新学部設

置申請との関係から、規則等の大幅な改正に

は至らず、内部監査室とＩＲ室を設ける改正

に留まった。 

・中期計画の進捗状況は、理事長・学長ミーテ

ィングで常に確認し、適切に指示した。 

b 

・自己点検・評価報告書に関する上

田市公立大学法人評価委員会から

の意見等を参考に次年度以降の報

告書の在り方を検討する。 

（２）大学評価 

 (No.43) 

教学に関する自己点検・評価と教育研究活動及び

業務運営の見直しや改善を毎年度実施する。その

際、法人全体の自己点検・評価と併せて効率的かつ

効果的に実施するとともに、令和４年度に受審した

大学機関別認証評価の結果を活用する。 

(No.43) 

令和４年度に受審した機関別認証評価で

指摘された事項への対応状況を確認し、引き

続き改善を図る。また、内部質保証システム

を検討することを含め、大学の自己点検評価

制度を見直す。 

 

・大学機関別認証評価で改善を要する点とされ

た「内部質保証の方針を明示し、自己点検評

価委員会を学長をトップとする教育研究活

動の改善に向けた内部質保証体制の確立す

ること。」を重く受け止め、内部質保証の基本

方針の策定と内部質保証体制の確立、さらに

内部質保証に関する体制及び手順等に関す

る規程(案)を理事長・学長ミーティングで協

議・検討し、概ね方針を固めた。新学部設置

申請との関係から、規則等の大幅な改正には

至れず、本年度は、内部監査室とＩＲ室を設

ける改正に留まった。 

 

c 

・学長をトップとする自己点検・評

価委員会と法人評価委員会と一体

化させることで教学の主体的な内

部質保証体制の確立を図る方針が

合意形成できた。 

・次年度に向けて、ＰＤＣＡの年間

スケジュールの全学的な周知を徹

底し、内部質保証システムの着実

な推進を実施する。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

２ 情報公開及び情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

（１）情報公開に関する目標を達成するための措置 

 (No.44) 

大学運営の透明性を確保し、公立大学法人と

しての説明責任を果たすため、法令等により公

表義務のある書類等をホームページ等で速やか

に開示するとともに、学内外に情報を適切に開

示する。 

また、地域住民や地域企業、学生、保護者、

卒業生等のステークホルダーから理解と協力を

得るため、教育研究活動等の運営状況や財務状

況の最新の情報をまとめ、毎年度、ホームペー

ジ等で公開する。 

 

(No.44) 

法令などにより公表義務のある書類などを定

められた期限までにホームページなどで開示す

る。さらに、最新の教育研究活動などの運営状況

をファクトブックとして、また令和５年度決算を

踏まえた財務状況を財務レポートとして分かり

やすく整理し、ホームページなどで公開する。 

 

・法令等により公表義務のある書類を定められ

た期限までに大学ホームページで開示した。

さらに、本学の最新の教育研究活動などの運

営状況を「ファクトブック」として、令和５

年度決算を踏まえた財務状況を「財務レポー

ト」として分かりやすく整理し、大学ホーム

ページなどで公開した。 b 

・公表義務がある書類は適切に公開

しており、大学情報についても、

ステークホルダーの立場に立った

表現の工夫に努めた。 

・今後は、ファクトブックの掲載デ

ータを効率的に収集・蓄積し、効

果的に発信する方法を検討する。   

（２）積極的な情報発信に関する目標を達成するための措置 

 (No.45) 

本学の教育研究、地域貢献等の活動について、

各種媒体・メディアを活用し、積極的かつ効果

的に情報を発信する。また、プロモーションの

充実を図るため、ホームページの改善等、広報

活動の強化を推進する。 

(No.45) 

全学的な組織体として広報委員会を立ち上げ、

大学の広報戦略の練り上げや新設学部に関する

情報など、大学発の情報発信を計画的に実施す

る。ホームページの全面リニューアルを行い、ホ

ームページを通した情報発信を強化する。また、

ＳＮＳを用いた新たな情報発信やマスメディア

へのプレスリリースの強化など各媒体の特性に

応じた効果的な情報発信を行う。 

 

・広報委員会を設置し、広報内容や手段を戦略

的に検討した。また、１０月にホームページ

を刷新し、新学部をはじめ大学の各種情報の

発信を強化した。プレスリリースについては

１４件から２１件に発信数を増加させ、マス

コミへの情報提供に努めた。ＳＮＳを用いた

情報発信については、ガイドラインの作成等

により実施の方向性を整備し、次年度からの

本格運用開始に向けた準備を進めた。 

b 

・計画に沿って業務が実施された。 

・ホームページのリニューアルと、

新学部設置及び学部再編をにらん

だニュースリリース等の強化に取

り組んだ。 

・今後は大学の広報戦略を具体的に

検討する。 

(No.46) 

また、地域協働型教育の成果は、学内で情報

共有を継続して行い、活動の発展や活性化を図

るとともに、大学ホームページ等を活用して地

域に発信する。 

【数値指標】 

◇大学ホームページからの教育研究及び地域貢

献などに関わる情報発信：１２０件以上 

／毎年度 

 

(No.46) 

地域協働型教育を積極的に展開し、大学ホーム

ページなどで活動の成果を発信する。 

 

・各学部及び研究所で展開された地域協働の学

びや教育研究、地域貢献等の成果を積極的に

大学ホームページで発信した。 

【数値指標実績】 

◇大学ホームページからの教育研究及び地域

貢献などに関わる情報発信：４７１件 b 

・計画に沿って業務が実施された。 
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第８ その他業務運営に関する目標を達成するための措置 

 １ 社会的責任に関する目標を達成するための措置 

中期目標 

第８ その他業務運営に関する目標 

 １ 社会的責任に関する目標 

 （１）コンプライアンスの徹底に関する目標 

     業務の適正を確保するため、コンプライアンスを徹底するための体制を強化する。 

 （２）人権の尊重に関する目標 

     人権侵害やハラスメントを防止するための取組を推進する。 

 （３）環境への配慮に関する目標 

     環境負荷低減と節減効果が見込める機器の導入のほか、節電節水など光熱水費の節減等により省エネルギー、省資源化に取り組む。 

 （４）働き方改革に関する目標 

     全教職員のワーク・ライフ・バランスを実現するための働き方改革を推進する。 

 ２ 施設設備の整備・活用に関する目標 

    良好な教育研究環境を維持するため、既存施設を有効に活用するとともに、新学部の設置などを考慮したうえで、適切かつ効率的な施設設備の整備・更新及び維持に計

画的に取り組む。 

 ３ 安全管理及び情報管理に関する目標 

 （１）安全管理に関する目標 

     学生及び教職員の健康と安全の確保を図るため、適切なリスク管理を行う。 

 （２）情報管理に関する目標 

     個人情報の管理を徹底するなど、組織的な情報セキュリティ管理体制の運用を行う。 

 
 

中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

１ 社会的責任に関する目標を達成するための措置 

（１）コンプライアンスの徹底に関する目標を達成するための措置 

 (No.47) 

適正な業務の確保と透明性を高めるため、内

部監査室を設置し、計画に基づく内部監査を毎

年度実施する。研究不正の防止に向け、関係省

庁のガイドライン等に基づき、研究活動に関わ

る教職員及び学生への研究倫理教育を実施す

る。コンプライアンスの徹底に向けた、各種研

修を実施する。 

(No.47) 

内部監査計画に基づき、内部監査を実施する。

また、毎年実施している研究者向けの研究倫理研

修に加え、令和 5 年度新たに開催した全教職員

向けのコンプライアンス研修を継続し、法令・学

内規則はもちろん、社会的規範を遵守し倫理観を

重視した判断や行動をすることを徹底する。さら

に、内部監査室設置に向けて関連規則を整備し、

適任者の育成又は採用を行う。 

 

・内部監査計画に基づき監査を実施した。監査

結果は監事及び理事会に報告し、両監事から

指摘を受けた。 

・内部監査規程を改正して内部監査室を設ける

ことを決定し、次年度からは独立した内部監

査室が監査を行うこととなった。 b 

・内部監査計画に沿った適切な内部

監査の実施と過去の検査項目に関

するフォローアップが行われた。

今後は、内部会計監査が行える体

制を検討する。 

（２）人権の尊重に関する目標を達成するための措置 

 (No.48) 

 教職員及び学生を対象にした人権に関する研

修を実施するとともに、ハラスメント防止やそ

の早期対応のための相談体制を充実させる。 

(No.48) 

人権意識の醸成を図るため、教職員、学生それ

ぞれを対象にした、ハラスメント研修会を開催す

る。また、令和 5 年度における相談員研修に続

き、管理職向けのハラスメント研修会を実施しハ

ラスメント防止に向けた取組を強化する。 

 

・新年度早々に新入生向けのハラスメント啓発

講習会を開催し、５月には顧問弁護士による

全教職員向けのハラスメント研修会（参加率

８３．６％）を開催した。また、役職者向け

の研修をオンデマンドで開催した。 
b 

・計画に沿って業務を実施した。  

・研修会は参加率１００％を目指

し、Ｗｅｂ化やコンテンツ化を検

討するなど、参加率向上に向けた

取組を実施する。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

１ 社会的責任に関する目標を達成するための措置 

（３）環境への配慮に関する目標を達成するための措置 

 (No.49) 

脱炭素等環境・エネルギーに配慮した環境共

生型キャンパスの構築に向け、既存施設におい

ては、ＬＥＤ等の環境負荷低減のための機器更

新・導入、また、新棟建設にあたっては、自然

エネルギーの導入や高断熱化による省エネルギ

ー化を推進する。 

(No.49) 

引き続き、光熱水費の削減に取り組む。また、

新棟建設においては、高断熱化や太陽光発電設備

(２０ｋｗ)の導入により、ＺＥＢｒｅａｄｙの性

能を有する建設計画で事業を進める。 

・省エネ推進のため、９号館各フロアの照明器

具のＬＥＤ化を行った。 

b 

・将来的な光熱水料等の維持費軽減

に向けて、必要に応じた検討を適

時進めていく。 

（４）働き方改革に関する目標を達成するための措置 

 (No.50) 

 教職員のワーク・ライフ・バランスを推進す

るため、業務の見える化と改善を図る。また、

事務職員の勤務時間縮減に努めるほか、教員の

適正な勤務形態について検証し、専門業務型裁

量労働制の導入を目指す。 

(No.50) 

教員に対しては、過半数代表者との協定に基づ

き専門型裁量労働制を継続する。また、法改正に

応じて裁量労働制の協定書を改定し、同意書を取

得後に制度の運用を行う。 

・専門業務型裁量労働制に関する法改正に伴

い、協定書を見直して再締結し、労働基準監

督署への届出を行った。加えて、対象となる

教員への説明を行い、同意書の提出を求めた

上で裁量労働制を実施した。 

・後学期から教員の職位に講師を追加し、裁量

労働制の適用対象者を拡大した。 

 

b 

・法改正に対応した適切な裁量労働

制の運用に加え、教員の職位追加

により適用対象者を拡大した。 

２ 施設設備の整備・活用に関する目標を達成するための措置 

 (No.51) 

（１）施設設備の効率的な維持管理を行うとと

もに、全ての学生が学びやすい、良好な教育

研究環境の整備に努める。 

（２）学部学科再編に伴う新棟建設や、老朽化

施設の建て替えを見据えた、安全・安心・快

適で持続可能な、魅力あふれるキャンパスの

実現のためのキャンパスマスタープラン及び

施設長寿命化計画の見直しを行い、施設整備

を推進する。 

(No.51) 

施設の効率的な維持管理を行い、良好な教育研

究環境の整備に努める。 

・年度当初に計画していた空調改修を行った。 

・大学の施設及び環境整備に関する事項を審議

するため、法人組織として施設管理委員会を

新たに設置し、同委員会での審議を経て施

設・環境整備を推進することを決定した。そ

の上で、令和６年度中に対応が必要と判断さ

れた施設改修として、９号館照明のＬＥＤ

化、構内支障樹木の伐採、駐車場の整備等を

行った。 

b 

・施設管理委員会の設置によって、

施設・環境整備の管理体制を構築

した。 

３ 安全管理及び情報管理に関する目標を達成するための措置 

（１）安全管理に関する目標を達成するための措置 

 (No.52) 

学生及び教職員の健康と安全の確保を図るた

め、安全衛生管理、事故防止、感染症対策の強

化など、災害発生時における適切なリスク管理

を行う。 

(No.52) 

教職員の健康と安全を確保するため、定期健康

診断やストレスチェックを着実に実施する。ま

た、危機管理意識の向上を目指して「長野大学危

機管理基本マニュアル」の確認及び防災訓練など

を適切に行う。 

 

・教職員の健康と安全を確保するため、定期健

康診断とストレスチェックを実施した。健康

診断の受診率は昨年度比で１．３ポイント上

昇して９３％、ストレスチェックの実施率は

８９%となった。 

・新棟建設に伴う各棟改修に先立ち建物調査を

実施した結果、３号館の床面タイルがアスベ

スト含有建材であることが確認されたこと

から、安全性を考慮した改修工事を行った。

また、淡水生物学研究所でもアスベスト含有

床材が確認されたことから、研究棟の床面改

修を行った。 

b 

・ストレスチェック及び健康診断に

ついては、受診率を含め、着実に

実施されている。 

・新棟建設に伴う研究室移転の過程

で判明したアスベスト含有建材に

ついては、専門的な助言を受けた

うえで、適切に対処した。 
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中期計画 事業計画 

法人による自己点検 

業務実績 
評価 

区分 
自己評価結果 

３ 安全管理及び情報管理に関する目標を達成するための措置 

（２）情報管理に関する目標を達成するための措置 

 (No.53) 

ア 個人情報 

上田市の個人情報保護に関する条例等に基づ

き、個人情報の取り扱いを徹底する。 

(No.53) 

ア 個人情報 

法改正に対応した個人情報の保護体制を整備

するとともに、教職員への説明会を開催し意識の

向上を図る。 

・情報公開請求、個人情報開示請求はなかった。 

・民事訴訟法に基づく送付嘱託、審尋書、イン

カメラ手続きによる文書提出等の要請に対

し、弁護士及び上田市文書法規係と協議・調

整の上、適切に対応した。 

 

b 

・法令等に基いて適切に業務を実施

した。 

(No.54) 

イ 情報システム 

情報システムの安定的かつ効率的な運用管理

及びセキュリティ対策を行うとともに、学部学

科再編を見据えた情報システムの構築に取り組

む。 

(No.54) 

イ 情報システム 

新棟建設基本設計及び実施設計と併せて、情報

科学系学部設置に伴う学内ＬＡＮシステムの構

築及び関連機器類の整備計画を進め、学部設置認

可申請との整合性を確保する。 

 

・新学部及び新研究科の設置に伴う学内ＬＡＮ

システムについては、設置認可申請に必要な

教育研究環境を整備するため、新棟建設の実

施設計に配線計画やアクセスポイントの設

置計画を計上した。 

・関連機器類の整備については、令和７年度か

らの備品調達等に向けて検討を重ね、発注計

画を策定した。 

 

b 

・学部学科再編に伴う、ネットワー

クシステムの整備については、計

画どおり進捗している。 
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第９ 予算、収支計画及び資金計画 

中期計画 事業計画 業務の実績（計画の進捗） 

（１）予算（令和 5 年度～令和 10 年度）         （単位：百万円） 

区      分 金  額 

収入 

 運営費交付金 

 自己収入 

   授業料等及び入学検定料収入 

   雑収入 

 受託研究等収入 

 寄附金収入 

 補助金収入 

 基金取崩 

 長期借入金 

 目的積立金取崩 

  

2,576 

6,548 

6,400 

148 

415 

51 

1,388 

4,635 

1,200 

200 

合     計 17,013 

支出 

 業務費 

   教育研究経費 

   人件費 

   一般管理費 

 施設設備整備費 

 受託研究費等 

 基金積立 

長期借入金償還金 

 予備費 

 運営調整積立金 

  

9,009 

1,488 

6,884 

637 

6,325 

415 

58 

175 

627 

404 

合     計 17,013 
 

（１）予算（令和 6 年度）               （単位：百万円） 

区      分 金  額 

収入 

 運営費交付金 

 自己収入 

   授業料等及び入学検定料収入 

   雑収入 

 受託研究等収入 

 寄附金収入 

 補助金収入 

 基金取崩 

 長期借入金 

 前中期目標期間繰越積立金取崩 

 

282 

1,054 

1,029 

25 

72 

8 

141 

518 

0 

49 

合     計 2,124 

支出 

 業務費 

   教育研究経費 

   人件費 

   一般管理費 

 施設設備整備費 

 受託研究費等 

 基金積立 

長期借入金償還金 

 予備費 

 運営調整積立金 

 

1,421 

257 

1,040 

124 

613 

72 

10 

0 

8 

0 

合     計 2,124 
 

（１）予算（令和 6 年度決算）           （単位：百万円） 

区      分 金  額 

収入 

 運営費交付金 

 自己収入 

   授業料等及び入学検定料収入 

   雑収入 

 受託研究等収入 

 寄附金収入 

 補助金収入 

 基金取崩 

 長期借入金 

 前中期目標期間繰越積立金取崩 

 

289 

1,080 

1,051 

29 

73 

18 

113 

503 

0 

39 

合     計 2,115 

支出 

 業務費 

   教育研究経費 

   人件費 

   一般管理費 

 施設設備整備費 

 受託研究費等 

 基金積立 

長期借入金償還金 

 予備費 

 運営調整積立金 

 

1,392 

247 

1,015 

130 

584 

73 

11 

0 

0 

0 

合     計 2,060 
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（２）収支計画（令和 5 年度～令和 10年度） 

区     分 金  額 

費用の部  

 経常費用 

  業務費 

    教育研究経費 

    受託事業研究費等 

    人件費 

  一般管理費 

  減価償却費（出資された建物・図書除く） 

  予備費 

 

10,679 

8,787 

1,488 

415 

6,884 

637 

628 

627 

収益の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  補助金等収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返戻入 
 

 

11,099 

2,576 

4,909 

986 

185 

437 

668 

738 

0 

114 

486 
 

純利益 420 

総利益 420 

                      （単位：百万円） 

 

 

 

 

（２）収支計画（令和 6 年度）  

区     分 金  額 

費用の部  

 経常費用 

  業務費 

    教育研究経費 

    受託事業研究費等 

    人件費 

  一般管理費 

  減価償却費（出資された建物・図書除く） 

  予備費 

  

 

1,596 

1,369 

257 

72 

1,040 

124 

95 

8 

 

収益の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  補助金等収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返戻入 

 

1,553 

282 

849 

149 

31 

76 

7 

141 

0 

18 

0 

純利益 ▲43 

前中期目標期間繰越積立金取崩 43 

総利益 0 

（単位：百万円） 

 

 

 

（２）収支計画（令和 6 年度決算） 

区     分 金  額 

費用の部  

 経常費用 

  業務費 

    教育研究経費 

    受託事業研究費等 

    人件費 

  一般管理費 

  減価償却費（出資された建物・図書除く） 

  予備費 

 臨時損失 

 

1,710 

1,485 

403 

67 

1,015 

149 

76 

0 

11 

収益の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

 入学金収益 

  検定料収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  補助金等収益 

  財務収益 

  雑益 

 臨時利益 

 

2,148 

289 

937 

162 

29 

77 

516 

118 

0 

20 

0 

純利益 426 

総利益 426 

 （単位：百万円） 
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（３）資金計画（令和 5 年度～令和 10年度） 

（単位：百万円） 

区     分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料等及び入学検定料による収入 

  受託研究等による収入 

寄附金による収入  ※ 

補助金による収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

  前期中期目標期間からの繰越金 

16,346 

9,846 

6,243 

257 

0 

16,346 

10,966 

2,576 

6,400 

437 

51 

1,388 

114 

11 

1,200 

4,169 

 

※ 学校法人長野学園からの寄附金による収入を含んでいる。 

 

 

 

 

（３）資金計画（令和 6 年度） 

（単位：百万円） 

区     分 金  額 

資金支出           

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料等及び入学検定料による収入 

  受託研究等による収入 

  寄附金による収入   

  補助金による収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

2,087 

1,474 

574 

39 

0 

2,087 

1,553 

282 

1,029 

76 

7 

141 

18 

4 

0 

530 

 

 

 

 

（３）資金計画（令和 6 年度決算） 

（単位：百万円） 

区     分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料等及び入学検定料による収入  

  受託研究等による収入 

寄附金による収入   

  補助金による収入 

その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

前年度からの繰越金 

1,504 

1,441 

25 

38 

61 

1,565 

1,565 

282 

1,050 

78 

21 

115 

19 

0 

0 

0 
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第１０ 短期借入金の限度額 

中期計画 事業計画 業務の実績（計画の進捗） 

１ 限度額 

    2 億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により、緊急に必要と

なる対策費として借り入れることが想定される。 

１ 限度額 

    2 億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により、緊急に必要

となる対策費として借り入れることが想定される。 

 

該当なし 

 

該当なし 

 

第１１ 出資等に係る不要（見込）財産の処分に関する計画 

中期計画 事業計画 業務の実績（計画の進捗） 

第２期中期計画期間中において、以下の資産の一部を除却する見込み

である。 

区

分 

施設 

名称 

延床面積

[㎡] 

除却(解

体) 

予定時

期 

所在地 構 造 

建

物 

１ 号

館 

2,488.53 第２期

中期 

計画期

間中 

上田市下之郷乙 658

番地 1、乙 646 番地、

乙 648 番地、乙 659

番地、乙 660 番地 1、

乙 644 番地 1、乙 659

番地先、乙 668 番地

イ、乙 669 番地 

鉄 筋 コ

ン ク リ

ー ト 造

陸 屋 根

２階建 

 

なし ・新棟建設工事に伴う建築確認申請に伴い、校地内にある水

路を現況と合わせるため、土地の付け替えを上田市と行った

ことから、上田市に寄附する分を不要財産の納付の手続きを

行った。 

・新棟建設場所の 1 号館階段教室を解体するために 1 号館建

物の一部を不要財産の納付の手続きを行った。 

 

第１２ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

中期計画 事業計画 業務の実績（計画の進捗） 

なし なし なし 
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第１３ 剰余金の使途 

中期計画 事業計画 業務の実績（計画の進捗） 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上、組織運

営及び施設設備の改善に充てる。 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上、組織運

営及び施設設備の改善に充てる。 

教室の環境整備のため 2 号館空調改修工事費として

39,157,882 円を同積立金から取り崩して施設整備を行った。 

 

第１４ 上田市の規則で定める業務運営事項 

中期計画 事業計画 業務の実績（計画の進捗） 

１ 施設・設備に関する計画 

第８「その他業務運営に関する目標を達成するための措置」の２「施

設設備の整備・活用に関する目標を達成するための措置」に記載のと

おり。 

１ 施設・設備に関する計画 

第８「その他業務運営に関する目標を達成するための措置」の２「施

設設備の整備・活用に関する目標を達成するための措置」に記載のと

おり。 

建設工事総合評価審査委員会を計５回開催し、総合評価 

落札方式による一般競争入札の結果、落札業者として北野 

・宮下・エーシーエ共同企業体を決定し、基本計画に着手 

した。 

２ 人事に関する計画 

第５「業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措

置」の２「人事の適正化に関する目標を達成するための措置」に記載

のとおり。 

２ 人事に関する計画 

第５「業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措

置」の２「人事の適正化に関する目標を達成するための措置」に記載

のとおり。 

より実効性のある評価制度を構築するため、教員業績評 

価の評価基準や評価方法を改善した。 

事務職員に対し研修計画の策定と研修実施報告書の提出 

を求め、資質向上に取り組んだ。また、事務職員の評価制 

度である職員能力・行動評価を実施し、所属長による面談 

・評価等を試行的に行った。 

３ 積立金の使途 

前中期目標期間繰越積立金については、教育研究の向上、組織運営及

び施設設備の改善に充てる。 

３ 積立金の使途 

教育研究の向上、組織運営及び施設設備の改善に充てる。 

平成 29 年度から令和 4 年度までの第一期中期目標期間で積

み立てられた積立金のうち 49,906,522 円について、上田市

長の承認を受け教育研究の質の向上、組織運営及び施設設備 

の改善を目的として積み立てた。 

４ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

４ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

該当なし 
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４ 第２期中期計画数値指標における令和６年度実績 
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